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  ・人材流動を一部の先端的な研究部門だけに焦点をあてて考えるのではなく産学官全 
   体の問題として、また 
  ・多様な研究者等の生涯（ライフサイクル）の研究活動の上から捉える必要がある 
 と考える。 
 そのため、本調査研究で実施した主要な点は、 
  ・今後の流動化促進環境下における研究者等の研究活動ライフサイクルの流動視点を 
   検討し、 
  ・これらの流動視点等における産学官の現状実態をアンケート調査し、望ましい人材 
   流動促進に係わる今後のあり方を考察した。 
 その結果得られた研究成果として、 
  ・研究活動ライフサイクル上の１１の流動視点を検討し、 
  ・産学官の研究機関側および研究者・技術者等の両面から、１１の流動視点に基づく 
   流動関連の詳細な実態把握をすることができた。これらにより、 
  ・各流動視点における流動の現状と今後の動向およびそれらに係わる流動促進のため 
   の考察を幅広く行い、また 
  ・産学官の流動関連の全体を鳥瞰した総合的な流動促進に係わる考察と提言を行うこ 
   とができた。更に、  
  ・産学官の研究機関をその性格上６つの機関群に分類し、各研究機関群の結果の特性 
























































 ① インターンシップ制度採用、② ポスドク制度採用 
B：機関内外の流動 
 ③ 機関内異動、 ④ 転職、⑤ 任期付採用、⑥ ベンチャー起業のための異動等、   
 ⑦ 出向 
C：研究職種間の流動 
 ⑧ 研究職種間異動 
D：中高年時における自己選択と評価による流動 
 ⑨ 中高年時からの研究職種の多様化選択、⑩ 高度研究技術支援・研究補助業務への  
                       選択、 
E：海外との流動 









































































ところは、財団法人の 33％である。全回収機関数は 90 機関で、その回収率は 53％である。 
 一方、研究者等に対する調査では、その対象として抽出された機関数合計が 31 機関とな
った。最も高い回収率は、ベンチャー企業の 100％で、最も低い回収率は、国立大学共同利
用研究機関の 21％である。調査対象研究者・技術者等合計は 2728 名で、その回収合計は
1591 名となり、全機関の研究者・技術者等の平均回収率は、58.3％である。 















 ２章で示した 11 の流動視点に沿って、アンケート調査結果の概要を以下に示す。 
 
（１）インターンシップ制度 














































































































































88 89 95 96 97 Ｎ 年度
国立大学附置研究機関等における
























































































































意向の調査結果を本文編の表 2-5-1 および表 2-5-3 に、また、個々の研究者・技術者が任期
























 各研究者・技術者が回答する任期付任用に対する意向の調査結果の例を図 1-5 および図
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（８）研究職種間異動および（９）中高年時からの研究職種選択の多様化 



























































































































 ①国研あるいは国立大学におけるポスドク制度研究者の任期後、民間企業への雇用を促  
  進するための本提案のような国の助成制度の有効性は、ヒアリング結果から判断する  
  とあまり期待できない。 
 ②現状で、民間企業への雇用があまり期待できない大きな理由は、国研あるいは国立大 
  学におけるポスドク制度終了研究者では、年齢（３５才程度）が高くまた専門性が深 
  くなりすぎ、任期後の職場として企業の研究等業務に新たにマッチングさせるには、 
  多くの場合遅すぎ、困難であると思われているためである。 
 ③一方、ポスドク制度研究者の民間企業への派遣は、８割の企業比率で希望しているこ 
  とから、「産」への派遣対象拡大が望まれる。 
 ④派遣されるポスドク制度研究者を受け入れる民間企業は、期間中の研究態度、研究実 
  績および人間性等を総合的に判断した上で、任期後のその研究者の採用の可否を決定 
  できるので好ましいとしている。 
 ⑤また、ポスドク制度任期中の研究実施により、企業によりマッチした研究者が育成さ 
  れると考えている。 
 ⑥一方これまで、任期後のポスドク制度研究者が民間企業の採用試験を受験した例は、 
  １０社中２社しかなく、民間企業へ就職しようとする機会そのものが少ないように思 
  われる。研究者市場としての需要（企業側の研究者ニーズ）と供給（ポスドク制度終 
  了研究者の専門性、研究実績等の個人データ）の情報交換が不足しているように考え 
  る。これはポスドク制度研究者の全体を一括して統括するところがこれまでなく、任 
  期後の就職のため、民間企業への研究者情報を十分に提供できなかった面があるもの 
  と考える。そのため、国の機関等によるポストポスドク制度研究者の産学官に亘る情 
  報提供システムの構築が必要と考える。 
 
２） ポスドク制度実施状況データからの考察 
  本文編 5-2-2-1 章で示すポスドク制度関連事項の現状データから、ポスドク制度研究者の
任期後の民間企業への雇用促進に係わる考察を以下に示す。 
①本文編表 5-7 および表 5-13 のデータから、就職先の国研・公立・公営研究所および大学 









  期待できない。全体の雇用の促進を図るためには、産に就職できた比率も含め残りの 25% 
 前後の多くが、産へ就職できるような促進施策を考えることも一つの方策として重要で  
 あると思われる。 
③そのため、本文編 5-2-2-2 章で示す企業への雇用促進助成策に対する 10 社のヒアリング 
  結果で示されるように、ポスドク制度終了研究者の企業への就職を促進させるためには、 
  ポスドク制度の時から、一定比率以上の研究者を企業へ派遣すべきであると考察される。 
④当然、産官学にそれぞれ派遣した研究者がそれぞれのところで、またその比率で任期後 
 就職するとはない。基礎科学特別研究員制度（理化学研究所）の場合、任期後そのまま 
 終身雇用職員として採用された研究者の比率は、本文編表 5-7-③で示すように過去 11 


















































































































































































      実現。 
 ２）人材流動化の利点： 
   ① ２－３専門分野に卓越した研究開発人材が育成される。 
   ② 幅広い知識と新しい視点となる情報を①の分野に常に注入し、研究の活性化で 
     きる機会が得られる。 
   ③ 広い分野の研究者等との交流（パイプ）をもつ機会が得られる。 
   ④ 柔軟な発想および考え方の転換が容易にできる視点の多様化が育成される。 
   ⑤ 異分野の新しい視点を自分の専門分野に取り込み、新たな研究概念を創出し、   
     具体化できる。 
   ⑥ 柔軟で競争的な研究開発環境が生まれてくる。 








                  ▼   
   
 ・研究者等の人材流動化の促進により、研究関連人材各人の資質、意欲および研究目的  
  に応じた研究者等のライフサイクルの確立がなされる。また、異質で優秀な研究者相  





                  ▲▼ 
 
 
 ・人的に硬直した研究開発環境では、研究開発活性が阻害され、まして創造的な研究成  













































   支援者及び補助者）のその機関、組織内外への流動を含めた異動、出向、転職及び 
   任期付就業等を意味し、研究者・技術者等のキャリアパス形成の一つの要因となる 。 
研究者・技術者；未知の事象及び原理の探求者（研究者）及びそれらの応用技術の開 
        発者（技術者）の両者をいう。 
研究支援者；研究支援者を研究管理支援と研究技術支援者に区分する。 
      両者は、研究を自ら主体的に実施する者でなく、その内 
      研究管理支援者は、研究に直接係わる事務、企画、予算、情報及び研究施設   
      の運転維持等の管理業務に従事する者。 
      研究技術支援者は、専門的な技術を持ち実験試料の物性測定、化学分析およ 
      び実験機器の工作等の業務に従事する者。 
専門技術者；物性測定、化学分析等の分析、測定・解析業務及び実験機器の工作        
      等専門的な技術をもって、ルーチン的に行っている者。研究技術支援者と同 
      義とする。ただし、これらの技術の開発を主に実施している者は、研究者・ 
      技術者の範疇とする。 
 
研究補助者；研究・開発業務の現場等で研究者・技術者の行う実験あるいはデータの整理 
      等の業務を補助的に支援するものをいいます。 
高度研究補助者；第一線の研究活動からは退いているが、これまでの研究補助者（上記研 
        究補助者）の概念を越え、研究・実験計画へのアドバイス、得られた実 
        権データに対する解析・コメントおよび論文に対する査読・助言等の高 
        度な研究補助を行うことができる研究経験豊富な補助者。現在、そのよ 
        うな立場の者はほとんどいない。 
任期付研究者等；３年又は５年のように期間を限定してその研究機関に契約にもとずき職  
        員として所属し、研究、技術開発等の業務を行う者をいいます。 
契約者；契約による職員の場合、任期付職員と同義とし、嘱託及び顧問もこの範疇に入る。  
出向者；他の企業等の機関からの異動者で職員と同等の身分で業務に就くが、身分は出向 
    元の機関の者。 
派遣者；人材派遣会社等から派遣され業務に就く者で、身分は派遣元。 
ポスドク制度；国が進める博士課程修了者の研究活動支援制度。指定する特定の研究機関 
       の中で、原則 1-３年間研究でき、その間の生活費等の支給の元は、国から 
       の資金による。 
インターンシップ制；主に大学学部、大学院学生の一般社会（企業）での体験的な実務研 
          修（実習）制度。一般に数週間から数ヶ月の期間。 
人材マップ；機関において既に配属されている人材の生年月日、性別、専門、業務経験、 
      キャリアパスおよび研究開発成果・投稿研究論文等の情報が蓄積され、最適 
      な異動、育成計画等の判断材料に利用されるデータベース。 
 
なお、本調査において産官研究機関群別の各研究機関に所属する研究者・技術者の最終














  産学官の研究機関ではどのようにあればよいと考えているか。 
 ２）研究者・技術者の任期付任用制度は現在、産学官でどの程度実施され、今後はどの 
  ような傾向にあるのか。 
 ３）各機関での出向等の異動制度は、機関の目的および研究者等の意向に沿った形で機 
  能しているか。 
 ４）各機関の雇用制度上、研究者等の十分な能力の発揮と向上、職場活性および適正な 
  人員配置のために必要と思われる研究職種間異動（研究者・技術者⇔研究支援者⇔研 







  び望ましい研究者等のライフサイクルの確立のためにうまく機能しているか。 
 ３）研究者等の量的、質的充足度の現状とその課題に対する対応策はどのようにあれば 






  のような職務を行ったら良いと考えているか。 
 
 ４）各研究者・技術者は研究職務実施上、現在どの程度の研究技術支援者および補助者 
  の協力を得ているか。また今後これらの協力者の量的および質的な要望はどの程度か。 
 ５）研究成果の権利化や新産業創出の目となる可能性のある起業化へ向けた転身に対し、 
  研究現場の第一線の研究者・技術者自身はどのような意向を持っているか。 
 ６）これからの高齢化社会に向け、研究者等自身の高齢化に伴う研究職務への係わり方 



















 ① インターンシップ制度、 ② ポスドク制度、 ③ 機関内異動、 ④ 転職、 
 ⑤ 任期付任用、 ⑥ ベンチャー起業化、 ⑦ 出向、 ⑧ 研究職種間異動、 
 ⑨ 中高年時からの研究職種の多様化、 ⑩ 高度研究技術支援・研究補助、  














 a. 機関の概要に関する事項―１４設問 
  b . 研究機関における研究者等の流動（異動）関連の現状に関する事項―２２設問 
  c . 研究者等の流動に関する機関としての意向に関する事項―１８設問 
  d . 要望事項（自由記述） 
 
（２）研究者等の個人に対する調査票 
 a. 各個人の年齢、職種および専門等に関する事項―９設問 
  b . 各個人のこれまでの流動（異動、転職等）の経験に関する事項―３設問 
  c . 研究活動および流動に係わる事項に対する各個人の意向に関する事項―４３設問 
  d . 要望事項（自由記述） 
 






























 各研究機関群ごとにまず選定するための前段階として、表 1-1 中に示すような機関選定の
ための基準研究者数を定め、それを満たす機関をリストアップした。その内の約１／３の
研究所を任意に抽出し、それらを調査対象機関とした。この内ベンチャー企業だけは、上
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                 表1-1 調査対象の機関および研究者等の選定基準と選定数 
 
 
 研究機関群      機関のリストアップ  リストアップ  調査対象抽出機関および研究者等の数 
         基準研究者数規模   研究機関数   
            （～人以上） 
                             対象抽出 研究者等を調査 研究者等 
                             機関数   する機関数   の人数   
                                    
大企業研究機関      50                282              94         10(9) *1        741 
 
ベンチャー企業     ＊２            21              12          4(2) *1         40
  
国立試験研究      100                 35              15          4              551 
機関 
特殊法人        100                  8               3          1               80
 
財団法人         100              17            6          2              205 
 
地方公立試験       40                 25               9          3              126 
研究機関 
 
国立大学附置              30                 35              12          4              414 
研究機関 
 
国立大学共同利用     50           11               4          1              150
研究機関 
 
私立大学研究       20                 47              16          5              421 
機関 
 
     ＊１：カッコ内は実際に調査ができた数 
    ＊２：ベンチャー企業だけは、’96～’98年の最近の３年間で大卒採用を実施し、かつ経営上の課 




























 表 1-2 に、研究機関調査対象と研究者等対象のアンケート調査の有効回答率を示す。 
 
        表1-2 アンケート調査の有効回答率 
 
 
 研究機関群      調査対象  有効回答  研究者等の調査  研究者等の調査  有効回答研究 
           機関数   機関数   対象機関数   対象者数、人   者等数、人 
               （回答率、％）                   （回答率、％） 
 
大企業研究機関     94           47              9              741              602 
                               (50%)                                            (81%)
ベンチャー企業     21            9              2               40               40
                               (43%)                                      (100%)
国立試験研究機関   15            8              4              551              258
                                (53%)                                            (47%)
特殊法人          3            2              1               80               50 
                                (67%)                                  (62%)
財団法人              6            2              2              205              116 
                                (33%)                                            (57%)
地方公立試験          9            5              3              126       106 
研究機関                        (56%)                                            (84%)
国立大学附置         12            8              4              414              263 
研究機関                        (67%)                                            (64%)
国立大学共同利用      4            2              1              150               32 
研究機関                        (50%)                                            (21%)
私立大学研究         16            7              5              421              124 
機関                            (44%)                                            (30%) 
 
 合計              180           90             31             2728             1591 


























を表 1-3 に示す。表中の０は調査対象範囲の中にその研究職種の対象者がいないことを示す。 
 
  表1-3 研究者等の個人に対するアンケート調査の研究職種別回答数 
 
 
 研究機関群  全回答  研究者・技術者数 1)、人  研究管理 研究技術  研究補助者数、 
       者数、人            支援者数, 支援者数、 人 
              任期付 ポスドク制 人    人 
 
 
 大企業研究   602    505     0         0         67        19          11
 機関 
 
 ベンチャー      40     33     0         0    4  3           0
 企業 
 
 国立試験研     424    365    17        30         17        18          24
 究機関2) 
 
 地方公立試験   106     89     0         0         11         6           0
 研究機関 
 
 国立大学附置   295    231    25        14          5        58           1
 研究機関3) 
 














 本調査に回答した各研究機関群別の研究者・技術者の年代分布を表 1-4 に示す。 
 
   表1-4 本調査に回答した産学官の各研究機関群における 
                   研究者・技術者の年代分布 
 
研究者・技術者の  大企業研  ベンチャ  国立研究  地方公立   国大学附置  私大学研   平均 
年代        究機関   ー企業   機関等1)  研究機関   機関等2)  究機関 
 
  ２０才代      102(20%)    9(27%)    54(15%)    11(13%)     23(10%)     1(1%)     200(15%) 
  ３０才代        243(48%)   15(44%)   153(42%)    26(30%)     77(34%)    23(20%)    537(40%) 
  ４０才代        128(25%)    9(26%)   108(30%)    25(8   62(27%)  31(26%)    363(27%) 
  ５０才代         30(6%)     1(3%)     45(12%)    24(27%)     57(25%)    40(34%)    197(15%) 
  ６０才代          2(0.4%)   0          1(0.3)     2(2%)       9(4%)     22(19%)     36(3%)
 















表 1-5 に示す。 
 
  表1-5 解析評価の研究機関群とその機関数および研究者等の数 
 
    研究機関群        有効回答機関数     有効回答研究者等数、人     
 
  大企業研究機関         ４７           ６０２ 
  ベンチャー企業          ９            ４０ 
  国立試験研究機関等 1)      １２           ４２４ 
  地方公立試験研究機関       ５           １０６ 
  国立大学附置研究機関 2)     １０           ２９５ 
  私立大学研究機関         ７           １２４ 
         



































の研究機関における導入状況の調査結果を表 2-1 に示す。 
 
表2-1 産官の研究機関におけるインターンシップ制度の導入状況 
                     および今後の意向
 
                大企業研究   ベンチャー   国立試験研    地方公立試験     平均 
               機関      企業      究機関等 1)    研究機関   
 
1   インターンシップ制度を     31(66%)   8(89%)      7(58%)     3(60%)        49(67%) 
  導入していない 
      
・理由 
 a：まだ機関決定していない    12(39%)      3(38%)          0             2(50%)             17(35%)
  b：メリットがない                 4(13%)      0               0             0                   4(8%) 
 c：体制が決まっていない          10(32%)      2 (25%)         1 (14%)        1 (25%)             14(29%) 
 d：その他（＊１）                 1 ( 3 % )        1 ( 1 2 % )          2 ( 2 9 % )         0                    4 ( 8 % )  
 N：無回答                        4 (13%)        2 (25%)         4 (57%)          1 (25%)             10(20%)  
 
2   インターンシップ制度を       16(34%)   1(11%)      5(42%)     2(40%)       24(33%)  
  導入している 
 
・受け入れ人数、人（平均人数）    5.3(79/15)     10(10/1)       18(90/5)        0(0/2)＊６          7.8(179/23) 
 （’97年度総人数/機関数） 
 ・感想 
  a：有益だった         4(23%)    ＊３     3(60%)     ＊７              7 (32%)  
  b：負担であまり利益はない     2 ( 1 2 % )                       0                                  2 ( 9 % )  
  c：学生による                1 0 ( 5 9 % )                       1 ( 2 0 % )                            1 1 ( 5 0 % )  
  e：その他                     1 ( 6 % )                        1 ( 2 0 % )                             2 ( 9 % )  
 ・実施体制 
  a：窓口を設けた               4 ( 2 5 % )    ＊４          1 (20%)     ＊８              5 (24%)  
  b：責任体制を作った           3 ( 1 9 % )                       1 ( 2 0 % )                             4 ( 1 9 % )  
  c：その他（＊１）             9 ( 5 6 % )                       3 ( 6 0 % )                            1 2 ( 5 7 % )  
 ・今後の運用 
  a：今後も積極的に勧める      10(55%)    ＊５          3 (60%)     ＊９            14(54%)  
  b：2-3年継続しながら検討す    3 ( 1 7 % )                       1 ( 2 0 % )                            5(19%) 
  c：来年からやめる              0                            0                                 0 
  d：その他（＊２）              2 ( 1 1 % )                       0                                 2 ( 8 % )  
  N：無回答                     3 ( 1 7 % )                       1 ( 2 0 % )                            5 ( 1 9 % )  
 
   １）：特殊法人、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。 
 ＊１：機密防止上、要望がない等。 ＊２：所属長の責任で、規則を作った等。 ＊３：１機関が「a」。 
  ＊４：特に体制は作らない。＊５：１機関が「a」。＊６：’97年度は応募がなかった。 







図 2-1-1 から図 2-1-3 に、大企業研究機関が回答した結果の詳細を示す。 
 
 





















































































 他の研究機関群の同様な導入状況結果は、資料編の  に示すが、産学官の各研究機関






















































かを調査した。その結果を表 2-2 に示す。 
 
表2-2 産学官の研究機関におけるポスドク制度研究者の採用状況 
      およびこれらの研究者のポスドク制度に対する意向 
 
 ポスドク制度研究者の   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置  私立大学  平均   
 採用状況および意向    究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2) 研究機関 
 
（１）：研究機関の回答 
 ・現状の採用状況      
  ①採用している          3(6%)    1(11%)    10(83%)     1(20%)      8(89%)        0         23(26%) 
  ②採用していない         44(94%)   8(89%)     2(17%)    4(80%)      1(11%)        7(100%)   66(74%)
    ③今後の意向       *1    *1    ＊１     *1     *1       *1 
                      ＊１：採用している全研究機関とも“今後も採用したい”の回答 
                                                             
 ・現在ほとんど採用していない 
  機関群の今後の意向 
  ①採用したい             17(37%)    5(56%)       2(40%)              5(83%)     29(44%)
  ②採用しない              7(15%)    2(22%)     ―        0         ―   0           9(14%)
  ③どちらともいえない   22(48%)    2(22%)                3(60%)                  1(17%)  28(42%) 
   
                                            ―：回答不要
（２）：ポスドク制度研究者の回答 
 ・若手任期付研究者制度への意向 
  ①希望する                                      8(28%)                1(8%)                  9(22%)
  ②希望しない              ―    ―    5(18%)   ―    2(15%)     ―      7(17%) 
  ③前向きに考える                               12(43%)                6(46%)                18(44%)
  ④そのときによる                                3(11%)                4(31%)                 7(17%)
 ・ポスドク制度の再任希望 
  ①希望する                            16(59%)                7(59%)                23(59%)
  ②希望しない       ―     ―    8(30%)   ―    4(33%)    ―      12(31%) 
  ③その他（条件による等）                        3(11%)                1(8%)                  4(10%)
 ・希望研究（任用）期間 
  ①１－３年                            10(36%)                3(23%)                13(32%)
  ②４－５年        ―    ―    9(32%)   ―    6(46%)    ―      15(36%) 
  ③５年以上                                      0                     0                      0 
  ④１－５年任意に選択                            9(32%)                4(31%)                13(32%) 
                                      ―：回答ポスドク制度研究者なし
 



















































































































































88 89 95 96 97 Ｎ 年度
国立大学附置研究機関等における




















































































































究者の就業のきっかけと決断した動機の回答結果を図 2-2-6 に示す。 
 
























































































































































































































































動がなされるのか調べた。その結果を、図 2-3-1、表 2-3-1、表 2-3-2 に示す。 









      表2-3-1 産学官の研究機関における研究者・技術者の機関内異動 
                        の状況および異動理由 
 
機関内異動の有無     大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学   平均 
および異動理由      究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
（１）産官研究機関 
 ・機関内での異動はない  1(2%)     4(44%)    1(12%)       0             ―   ―    6(9%)                 
 ・機関内での異動はある   46(98%)    5(56%)    7(88%)       5(100%)       ―    ―   8(91%) 
 理由） 
a．プロジェクト再編成      39(25%)    2(20%)    7(23%)       2(12%)        ―     ―   50(24%) 
b．経験（キャリアパス）    25(16%)    0         5(17%)       2(12%)        ―    ―         32(15%)
c．研究管理者（リーダ）    23(14%)    2(20%)    6(20%)       3(20%)        ―    ―    34(16%) 
d．本人の希望              24(15%)    2(20%)    5(17%)       3(20%)        ―    ―         34(16%)
e．新規研究等の立ち上げ    29(19%)    1(10%)    6(20%)       3(20%)        ―    ―   39 18 
f．異動先の研究人員不足    15( 0%)    1(10%)    1(3%)        1(5%)         ―    ―     18(9%) 
g．その他                   1(1%)     2(20%)    0            2(10%)        ―          ―       5(2%)
（２）大学研究機関 
 ・機関内での異動はない  ―     ―    ―     ―     2(20%)      4(80%)      6(40%)                 
 ・機関内での異動はある    ―          ―    ―     ―     8(80%)     1(20%)    9(60%)       
 理由） 
a．研究講座等の再編成   ―     ―    ―     ―         4(40%)      1(50%)    5(42%)
b．経験（キャリアパス）     ―     ―    ―     ―         1(10%)      0      1(8%) 
c．教授の退官               ―   ―    ―     ―         3(30%)     0           3(25%)
d．本人の希望               ―   ―    ―     ―         1(10%)      0      1(8%) 
e．その他（昇任、任期等）   ―     ―    ―     ―         1(10%)      (50%)    2(17%)
 
   １）：特殊法人、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。 
 
 













       ―社内（大学内）異動の状況および異動理由 
 
機関外―社内異動（大学内） 大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均 
の有無および異動理由    究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
（１）産官研究機関 
・機関外―社内異動はない  3(6%)     7(78%)    4(33%)       1(20%)        ―   ―     15(21%)               
・機関外―社内異動はある  44(94%)    2(22%)    8(67%)       4(80%)        ―   ―    5 (79%) 
 理由） 
a．他分野の研究に従事      26(16%)    0         2(11%)       0             ―     ―   28(15%) 
b．研究テーマの実施上    11(7%)     0         1(6%)        0             ―  ―         12(6%)
c．異動先の要請       29(18%)    0         4(22%)       1(11%)        ―   ―         34(18%)
d．本人の希望              22(13%)    0         4(22%)       3(34%) ―    ―         29(15%)
e．研究開発体制の再編    19(19%)    0         0            0             ―   ―    19(10%) 
f．異動先での新規研究開発  14(9%)     0         0            0             ―  ―        14(7%)
g．経験（キャリアパス）    27(17%)    0         5(28%)       2(22%)       ―       ―      34(18%)
h．研究管理者（リーダ）    12(7%)     0         2(11%)       2(22%)        ―    ―   16(9%) 
I．その他（＊１）           1(1%)     2(100%)   0            1(11%)        ―    ―    4(2%)
 どのような部署            
a．社の他の研究所          17(30%)    0         1(11%)       1(17%)        ―  ―     19(29%)
b．社の現業部門            24(42%)    2(100%)   2(22%)       0             ―    ―    28(42%) 
c．本庁                     0         0         3(33%)       4(66%)        ―   ―      7(11%)
d．その他（企画、設計等）  8(14%)    0         0            0             ―  ―    8(12%) 
e．Ｎ（無回答）             0         0         3(33%)       1(17%)        ―    ―    4(6%)
（２）大学研究機関 
・機関外―社内異動はない  ―     ―    ―     ―     1(10%)      3(50%)      4(25%)             
・機関外―社内異動はある    ―          ―    ―     ―     9(90%)     3(50%)    12(75%)      
 理由） 
a．教官の補充        ―     ―    ―     ―         4(20%)      0      4(15%)
b．研究テーマ実施上       ―     ―    ―     ―         2(16%)      2(33%)    4(15%)
c．異動先の要請             ―   ―    ―     ―         6(30%)      0      6(23%)
d．本人の希望               ―   ―    ―     ―         5(25%)      3(50%)    8(31%)
e．経験（キャリアパス）     ―     ―    ―     ―         0         0    0
f．教授の退官               ―   ―    ―     ―         2(16%)     0           2(8%) 
g．その他                   ―  ―   ―     ―         1(5%)       1(17%)    2(8%) 
 どのような部署 
a．大学の他の研究機関      ―     ―     ―     ―         3(38%)      1(33%)    4(36%)
b．大学の学部              ―    ―     ―     ―         4(50%)      1(33%  5(46%) 
c．その他                  ―   ―    ―     ―         1(12%)      (33%)    2(18%)
 １）：特殊法人、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。                    
＊１：事業化、現業部門の経験等 















技術者の専門内・外におよぶ異動のケースで調べた。その結果を、表 2-3-3 に示す。 
 
表2-3-3 研究機関内での専門分野内外の異動および経験的専門外  
                       への異動に対する研究者・技術者の意向 
 
機関内異動に対する        大企業研 ベンチャ 国立研究 地方公立  国大学附置 私大学研  平均 





 a専門が生かされれば有益         323(64%)  22(65%)  205(58%)  55(62%)   139(63%)  74(64%)  818(62%) 
 b研究が中断し良くない              6(1%)     0         17(5%)     1(1%)      7(3%)    7(6%)    38(3%) 
 c 場合による                     170(34%)  12(35%)  126(35%)  32(37%)    71(32%)  33(29%)  444(34%)  
 d その他（＊１）                     5(1%)   0          6(2%)    0           4(2%)    1(1%)    16(1%) 
ii) 異なる専門分野の研究 
  専門間異動 
 a 自分の研究に新分野広がる       172(34%)  14(41%)   76(22%)  20(22%)    61(28%)   20(18%)  363(28%) 
 b 自分の専門が生かされない        42(8%)    2(6%)    64(18%)  19(21%)    23(11%)    29(26%)   179(14%) 
 c 場合による                     282(56%)  18(53%)  201(57%)  48(54%)   128(58%)    59(54%)   736(56%) 
 d その他（＊２）                   8 (2%)     0          11 (3%)     2 (3%)       7 (3%)       2 (2%)      30(2%) 
 
（２）経験的な研究以外の分野間異動  
 産官機関   、 大学機関 
a:現業部門   、A:民間企業        a:203(41%)   7(21%)  121(34%)  31(36%)   A:108(49%)  69(58%) 
b:企画、計画部門、B:国公研究機関    b:185(37%)  17(52%)  164(47%)  45(52%)  B:86(40%)   38(32%) 
c:営業部門   、C:官庁（公務員）  c: 92(18%)    9(27%)   16(5%)     8(9%)   C: 1(0.5%)    2(2%) 
d:研究から離れるべきでない、D:同左  d :   0         0          29(8%)     1(1%)   D:  1(0.5%)    0 
e:その他（＊３）、E:同左              e :20(4%)     0         22(6%)     2(2%)   E:21(10%)    9(8%) 
 
                              1 ) :特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 
































































































































いる場合のその転入元機関比率および採用理由比率の調査結果を表 2-4-1 に示す。 
 
表2-4-1 産学官の研究機関における過去３年間＊１転職流入した 
        研究者・技術者の有無、転入元および採用理由 
 
転職流入研究者の有無     大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
および採用理由        究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
（１）転職流入者がいない    26(57%)    4(44%)     2(25%)       5(100%)     0            2(40%)    39(48%) 
（２）転職流入者がいる   20(43%)    5(56%)     6(75%)       0           8(100%)      3(60%)    42(52%)
 
  ・転入元機関                    
 １）海外の機関        8(12%)    3(25%)   10(12%)            16(19%)        0         37(14%) 
 ２）国内の機関               
   a 国立研究機関             2 (3%)      0          10 (12%)                 27 (32%)         1 (5%)    40(15%)  
    b  民間研究機関            4 2 ( 66%)   2(17%)    25(30%)                 7(8%)         1(5%)   77(29%) 
    c  大学                     9 ( 1 4 % )     1(8%)    22(27%)      ―        22(26%)      18(90%)  72(28%) 
    d  地方公立研究機関         1 ( 2 % )      0           7 ( 8 % )                   0              0         8 
    e  ベンチャー               2 (3%)      4 (33%)      2 (3%)                   0              0         8 
    f  その他（＊2）             0          2 ( 1 7 % )     7(8%)                  13 (15%)         0        22 (8%)  
 
 ・機関群平均転職流入      1 . 4        1 . 3         1 0 . 4                     1 0 . 6           4 . 0       3 . 5  
    研究者数（人＊３） 
  
  ・採用理由（産管機関） 
    a  新規研究開発の立ち上げ   5(17%)   1 ( 1 7 % )       3 ( 2 2 % )                                         9 ( 1 9 % )  
    b  研究人員を補う          1 0 ( 3 4 % )    1 ( 1 7 % )       2 ( 1 4 % )                                        1 3 ( 2 7 %) 
    c  研究リーダ               5 ( 1 7 % )    2 ( 3 3 % )       3 ( 2 2 % )                                        10(20%) 
    d  元機関で余剰となった     1 ( 4 % )     0            0            ―     ―           ―       1(2%) 
    e  本人の希望               2 (7%)     1 (17%)       3 (21%)                                          6 ( 1 2 % )  
    f  機関の活性化             5 (17%)   1 (16%)      2 ( 1 4 % )                                          8 ( 1 6 % )  
    g  研究成果の実用化         1 ( 4 % )     0            0                                               1(2%) 
    h  その他                   0         0            1 ( 7 % )                                           1 ( 2 % )  
 
 ・採用理由（大学機関） 
  a 新規講座の立ち上げ                          1(8%)        1(25%)  2(13%) 
    b  教員不足                                                              1 ( 8 % )         1 ( 2 5 % )    2 ( 13%) 
    c  欠員教員の補充                                                        6(50%)       2(50%)   8(50%) 
    d  元機関で余剰となった     ―    ―     ―     ―         0             0          0 
    e  本人の希望                                                            1(9%)       0          1 (6%)  
    f  機関の活性化                                                          3(25%)       0         3 (18%) 
    g  研究成果の実用化                                                       0             0          0 
    h  その他                                                                0             0          0 
 









 一方、過去３年間で転職流出した研究者・技術者の調査結果を表 2-4-2 に示す。  
 
表2-4-2 産学官の研究機関における過去３年間＊１に転職流出した 
             研究者・技術者の有無および転出先 
 
転職流出研究者の有無   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
および採用理由      究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
（１）転職流出者がいない    18(39%)    8(89%)     0          3(60%)      0            3(50%)    32(36%) 
（２）転職流出者がいる   28(61%)    1(11%)    12(100%)    2(40%)     10(100%)      3(50%)    56(64%) 
 
 ・転出先機関 
 １）海外の機関      7(3%)      0          9(10%) 0 3(3%)        3(33%)     22(5%) 
 ２）国内の機関              
   a 国立研究機関         17(6%)      0          6(7%)       0         7(7%)        1(11%)     31(7%) 
    b 民間研究機関         63(24%)     1(100%)   12(14%)      0        10(11%)       1(11%)     87(19%)
    c 大学                 73(27%)     0         41(48%)      2(100%)  66(69%)       4(45%)    186(40%)
    d 地方公立研究機関      0          0          8(9%)       0          0            0          8(2%) 
    e ベンチャー            4(1%)      0          2(2%)  0     0            0          6(1%)
    f その他（＊2）       103(39%)     0          9(10%)      0          9(10%)       0        121(26%) 
 
 ・機関群平均転職流出   5.9       0.1        7.2         0.4        10.6          1.5       5.3 
    研究者数（人＊３） 
  
                     1):特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 
                   ＊１：’95―’97年度、＊２：民間企業、官庁、学校等、 






























































































































































































































































































































































































































































































































 図 2-4-6 の結果により、各研究機関群における転職出入の特徴が判断できる。例えば、大
企業研究機関および私立大学研究機関では、転出先、転入元ともそれぞれ民間企業および
大学が一番多く関係しているが、他の機関群では、転出先と転入元の機関群は異なる。 
























































































の調査結果を表 2-4-3 に示す。 
 
 表2-4-3 産学官の研究機関における研究者・技術者の転職状況 
 
   転職経験       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
              究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
（１）転職経験がない      433(86%)    30(88%)   239(65%)    51(58%)     109(48%)     34(29%)   896(67%) 
（２）転職経験がある      72(14%)     4(12%)   128(35%)    37(42%)     120(52%)     83(71%)   444(33%) 
・転職回数 
 a １回           56(76%)     3(75%)79(62%)  35(94%)    73(61%)   49(59%)  295(66%) 
 b ２回                     11(15%)     0         36(28%)     1(3%)       28(23%)     20(24%)    96(22%) 
  c ３回                      5(7%)      1(25%)    12(10%)     1(3%)        9(8%)       7(8%)     35(8%) 
  d ４回以上                 2(3%)      0          0          0           10(8%)       7(8%)     19(4%) 
    平均          1.4回   1.5回     1.5回      1.1回       1.6回        1.7回    1.5回 
 
・転職理由 
 a 前職の研究が終了         8 (8%)        0          13 (7%)       0           6 (3%)       7 (6%)       34(5%) 
 b 前職の研究が不満        14(13%)     1(11%)    21(11%)     4(10%)     12(6%)     4(3%)      56(8%) 
 c 今の研究をやりたい      11(10%)     1(11%)    30(15%)      5(12%)    37(19%)   15(12%)     99(15%) 
 d キャリアアップ          10(9%)      1(11%)    34(17%)      4(10%)    41(21%)   18(14%)    108(16%) 
 e いまの機関から誘われた  19(17%)     1(11%)    47(24%)     8(20%)     66(34%)   41(32%)    182(27%) 
 f 前職の待遇に不満        14(13%)     2(22%)     9(5%)       3(8%)      11(5%)    10(8%)      49(7%) 
 g 前職より給与がよい       9 (8%)      1 (11%)     8 (4%)       0            5 (3%)     3 (2%)      26(4%) 
 h 研究成果の実用化         4 ( 3 % )       2 ( 2 2 % )      0            0            0          1 ( 1 % )        7 ( 1 % )  
 I 前職場の問題             4 (3%)        0           7 (4%)       1 (2%)        2 (1%)      6 (5%)       20 (3%)  
 j 知人等の紹介              4 ( 3 % )       0          7(4%)       4(10%)     3(2%)     3(2%)      21(3%) 
 k その他（＊１）          14(13%)     0         17(9%)      11(28%)    12(6%)    19(15%)     73(11%) 
 
・転職の効果 
１）役立った         58(82%)    3(75%)   103((!%)    27(73%)   120(90%)   72(88%)     383(84%) 
 理由  
 a 前職で得られない経験等   41(51%)     2(50%)   55(42%)    17(50%)   48(31%)    34(34%)     197(39%) 
 b 色々な研究者との交流     17(21%)     0        26(20%)     4(12%)   31(20%)    18(18%)       96(19%) 
 c ノウハウ、技術の向上     10(12%)      1(25%)  19(15%)     6(17%)   28(18%)    17(17%)       81(16%) 
 d 研究設備、環境の向上     12 (15%)     0        27(21%)     5(15%)   43(27%)    24(24%)      111(22%) 
 e その他（＊２）              1(1%)    1(25%)    2(2%)      2(6%)      6(4%)      7(7%)        19(4%) 
２）役立たなかった            8 ( 11%)      0          7(5%)     4(11%)     3(2%)       3(4%)       25(6%) 
３）両ケースがある            5(7%)       1(25%)  18(14%)    6(16%)     10(8%)      7(8%)       47(10%) 
 
・今後の意向（転職を望まない）34(47%)    2(50%)   18(14%)    6(16%)     10(8%)      7(8%)      174(39%) 
 理由 
 a 現在の研究を継続したい    9(24%)     1(50%)   21(57%)     5(26%)    22(52%)    11(27%)      69(39%) 
 b 現在の待遇で満足         13(35%)     0         3(8%)      3(16%)     5(12%)    12(29%)      36(20%) 
 c 年齢的に無理             13(35%)      1(50%)  10(27%)    11(58%)    14(33%)    17(41%)      66(37%) 
 d その他（＊3）             2 (6%)       0          3 (8%)        0           1 (3%)       1 (3%)         7 (4%)  
 
転職による給与変化 
 a ほとんど変わらない       20(29%)     0        39(31%)    11(30%)    44(37%)    23(28%)     137(31%) 
 b 良くなった               44(63%)     2(50%)   55(43%)     5(13%)    43(36%)    40(50%)     189(43%) 
 c 悪くなった                6(8%)      2(50%)    33(26%)    21(57%)   33(27%)    18(22%)     113(26%) 
 
 1):特殊、財団法人も含む、2):国立大学共同利用機関も含む 















































































































































































 産学官の研究機関が採用している任期付研究者・技術者の現在の状況を表 2-5-1 に示す。 
 
表2-5-1 産学官の研究機関における任期付研究者・技術者の 
                                               採用状況
 
 任期付研究者・技術者   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 




 ① 行っていない      28(60%)      8(89%)   5(42%)     4(80%)       4(40%)       3(43%)    52(58%) 
 ② 嘱託、顧問等のみで       3(6%)       1(11%)   0          0          0      0          4(4%)
 ③ 任期付＋嘱託、顧問       6(13%)      0        0          0            0            0          6(7%)
 ④  行っている              10(21%)      0        7(58%)     1(20%)       6(60%)       4(57%)    28(31%) 
 
   １）採用の年齢制限 
  a 特にない              16(100%)              4(58%)                  3(50%)       2(50%)    25(73%)
  b 35才以下                 0                    1(14%)    ＊４ 1(20%)       0          3(9%)
  c 45才以下                 0           Ｎ  0                  0   0    0 
  d 50才以下                 0                    0                       0            0          0
  e その他（＊１）         0                    2(28%)                  2(30%)       2(53%)     6(18%)
 
   ２）採用理由 
  a 期限付きプロジェクト対応  2(13%)              4(33%)                   1(33%)      1(33%)     8(23%)
    b 多分野即戦力人材の確保    5(31%)              4(33%)    ＊５       0           0         10(28%)
    c 本人の希望                2(13%)              0                        0           0          2(6%)
    d 優秀な人材確保の手段      1(6%)     Ｎ       0                        1(33%)      1(33%)     3(9%) 
    e 任期付で高給与処遇        1(6%)               1(8%)                    0           0          2(6%)
    f 終身雇用が限られている    2(12%)              2(17%)                0  0        4(11%) 
    g その他（＊２）            3(19%)              1(9%)                    1(33%)      1(33%)     6(17%) 
 
 ３）前勤務場所 
   I：海外の大学       19(38%)               7(18%)                  30(24%)      0        55(23%)
  Ii：海外の研究部門         4(8%)                4(11%)                  45(37%)      0        53(22%)
 Iii：国内の研究部門 
  a 国公立研究機関     3(6%)                 4(11%)      Ｎ        4(3%)       4        15(&%)
    b 民間研究機関            5(10%)  ＊６     10(26%)                   0   2  18((%)
    c 大学                    5(10%)                923                   5(4%)      20(77%)   39(16%) 
    d 地方公立研究機関        1(2%)                 0                        0           0         1(0.4%) 
    e その他（＊３）         13(26%)               4(11%)                  40(32%)      0        57(24%)
 
  1)：特殊、財団法人も含む。2)：国立大学共同利用機関も含む。 
 ＊1：60,65 才以下等 
 ＊２：外国研究者の活用、研修交流の一環、新規採用は任期付、助手ポストを若手に任期付で解放、学部教員と交替。   


























































                    給与処遇の現状
 
   給与処遇       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
 （対終身雇用者）     究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
① 終身雇用者と同じ        12(71%)     0         1(13%)         2(50%)       2(100%)   17(50%)
② 厚遇 
 a ～1.3倍                  0          1(50%)    4(50%)                   0            0          5(15%) 
  b ～1.5倍                  1(6%)      0         0                        0            0          1(3%)
  c ～1.7倍            0          0         0                        0            0          0
  d ～2.0倍                  0          0         1(12%)                   0            0          1(3%)
  e ～2倍以上                0          0         0                        0            0          0
  f その他（＊１）           4(23%)     1(50%)    2(25%)        ＊２       2(50%)        0         10(29%)
 
   1)：特殊、財団法人も含む。2)：国立大学共同利用機関も含む。＊１：ケースバイケース。＊２：１機関が f 。 
 
 







































































































             任期付研究者・技術者採用の意向 
 
 研究者・技術者の      大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
 任期付採用の意向      究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
１）今後の採用意向 
 ①今後は採用していきたい    25(53%)    4(44%)    8(73%)      2(40%)       8(80%)      2(40%)   49(56%) 
 理由  
 a 期間限定プロジェクトに     15(37%)   2(29%)     6(50%)      2(67%)       7(78%)      1(50%)   33(47%) 
 b 多様な人材の確保           14(37%)   3(43%)     3(25%)      0            1(11%)      1(50%)   22(32%) 
 c 優秀な人材を厚遇で確保      8(21%)   0          2(17%)      0            0           0        10(14%)
 d 優秀な中高年研究者の確保   1(3%)    2(28%)     0           0            0           0         2(3%) 
 e その他（＊１）              0        0          1(8%)       1(33%)       1(11%)      0         3(4%) 
 
 ②採用予定はない             22(47%)    5(56%)    3(27%)     3(60%)       2(20%)      3(60%)  38(44%)
 理由 
 a ノウハウの漏洩       3(12%)    1(20%)    1(33%)      0     0     1(33%)   6(15%)
 b 優秀な人材は終身で          7(28%)    3(60%)    1(33%)      0            0           1(33%)  12(29%) 
 c まだ有効性を判断しかねる   12(48%)    1(20%)    0           1(33%)       2(100%)     0       16(39%) 
 d その他（＊２）              2(8%)     0         0           2(67%)     0  0      4(10%) 
 N 無回答                      1(4%)     0         1(33%)      0            0           1(33%)   3(7%) 
 
２）任期付任用制度に対する意向 
 a 機関としてメリットはない     3(6%)     2(22%)    0          0           0            0        5(5%)
 b 研究者の意向が反映される   7(13%)    0         5(38%)     0           2(20%)       1(25%)  15(16%) 
 c 将来の日本の雇用制度に重要  24(46%)    2(22%)    4(31%)     2(40%)      4(40%)       2(50%)  38(40%) 
 d 日本にはなじみにくい制度    10(19%)    4(45%)    1(8%)      1(20%)      2(20%)       1(25%)  19(20%) 
 e その他（＊３）               2(4%)     0         2(15%)     2(40%)      1(10%)       1(25%)   8(9%)
 N 無回答                       6(12%)    1(11%)    1(8%)      0           1(10%)       0        9(10%) 
 
３）任期付研究で退職した研究者・技術者の再雇用の意向 
 a 退職時の合意に従う      7(15%)    1(8%)     2(14%)     1(20%)      1(10%)       0       12(13%) 
 b 任期中の研究成果を判断する  11(23%)    4(34%)    4(29%)     0           5(50%)       2(29%)  26(27%) 
 c 積極的に受け入れる           0         2(17%)    0          0           0            0        2(2%)
 d 一度退職した人は受け入れない 4(8%)     1(8%)     0          1(20%)      0            0        6(6%) 
 eケースバイケース             21(44%)3(25%)    3(21%)     1(20%)      3(30%)       2(29%)  33(34%) 
 f その他（＊４）               0         0         3(21%)     1(20%)      1(10%)       0        5(5%)



























































































このように、上記３研究機関群ではこの制度に対し６－７割が前向きな捉え方をしている。   
  
 






























































































































































































 その結果を表 2-5-5 に示す。 
 
表2-5-5 産学官の研究機関における研究者・技術者の 
              任期付任用に対する意向 
 
研究者・技術者の任期付任用 大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
に対するの意向        究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
① 任期付任用に反対    225(42%)  17(44%)  163(42%)    57(61%)     86(34%)    50(39%)     598(41%) 
 i) 理由 
 a 研究活動の基盤が不安定    93(32%)   3(17%)   86(31%)   22(30%)     43(28%)    24(31%)     271(31%) 
 b メリットがない            24(8%)    0         23(9%)     2(3%)      16(11%)     7(9%)       72(8%) 
 c 研究に没頭、集中できない  47(17%)   3(17%)    58(21%)   13(18%)     36(24%)    21(27%)     178(20%) 
 d 生活基盤が不安定         113(39%)  11(61%)    91(33%)   33(44%)     41(27%)    20(25%)     309(35%) 
 e その他（＊！）            11(4%)    1(5%)     17(6%)     4(5%)      15(10%)     6(8%)       54(6%) 
 
② 任期付任用に賛成    194(36%)  14(36%)  142(36%)   20(21%)     96(38%)     51(40%)     517(36%) 
 i) 理由 
 a キャリアアップになる    45(22%)   5(28%)   25(16%)    4(20%)     16(14%)     10(16%)     105(18%) 
 b 流動性、創造性が高まる   150(71%)  12(67%)  116(72%)   14(70%)     85(77%)     48( 7%)  425(73%)
 c 給与が高くなる             6(3%)    1(5%)     5(3%)  1(5%)    4(4%)       1(2%)       18(3%)
 d その他（＊２）            10(4%)    0        14(9%)     1(5%)       6(5%)       3(5%)       34(6%) 
ii) 希望給与 
 a 給与の問題でない      37(19%)   0        24(17%)    0          15(16%)      8(16%)      84(16%)
 b 同等                      34(18%)   2(13%)   19(14%)    6(33%)     16(17%)      9(18%)      86(17%) 
 c 1.3倍程度                 8(4%)    1(7%)    12(9%)      0           6(7%)      7(14%)      34(7%) 
 d 1.5倍程度                45(24%)   5(33%)   45(32%)     3(17%)     26(28%)    13(25%)     137(27%)
 e 2倍程度                  35(18%)   5(33%)   19(14%)     5(28%)     17(18%)     8(15%)      89(18%)
 f 2倍以上                  24(13%)   2(14%)   15(11%)     3(17%)     11(12%)     1(2%)       56(11%)
 g その他（＊３）             8(4%)  0       5(3%)      1(5%)       2(2%)      5(10%)      21(4%) 
 iii) 任期の長さ 
 a 1年未満               0        0         0          0            1(1%)      0           1(0%) 
 b 2年                      33(17%)   2(15%)    4(3%)      2(11%)       5(5%)      1(2%)      47(9%)
 c 3年                      98(52%)   7(54%)   52(36%)    10(55%)       9(10%)    14(28%)    190(37%) 
 d 4年                      14(7%)    0         7(5%)      1(6%)        6(6%)      5(10%)     33(7%) 
 e 5年                      35(19%)   3(23%)  4(38%)    4(22%)      41(42%)    23(46%)    160(31%) 
 f 5-10年程度                4(2%)    1(8%)    22(15%)     1(6%)       28(29%)     7(14%)     63(13%)
 g その他（＊４）        6(3%)    0         4(3%)      0            7(7%)   0  17(3%) 
 
③ 条件による               116(22%)   8(20%)   88(22%)  17(18%)    71(28%)     26(21%)      326(23%) 
 a 35才以下であれば           20(15%)   2(20%)   26(24%)   9(38%)    27(27%)     15(44%)       99(24%) 
 b 中高年になったら            4(3%)    2(20%)    3(3%)     2(8%)      4(4%)      O      15(4%)
 c 給与が高ければ              6(4%)    0         2(2%)     0          8(8%)       0            16(4%)
 d 社会制度が変われば         69(52%)   4(40%)   46(43%)    8(33%)    39(38%)     12(35%)      178(43%) 
 e 任期後の目処があれば       32(24%)   2(20%)  24(23%)    5(21%)    20(20%)      5(15%)       88(22%) 

























 表 2-5-5 に示される産学官全体での研究者・技術者の任期付任用に対する賛成割合とその
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  表2-5-6産学官の研究機関における 
           任期付研究者・技術者の就業状況 
 
任期付研究者・技術者                      国立試験研 国立大学附置   私立大学    平均 
の就業状況                        究機関等1)  研究機関等2)   研究機関 
 
① 任期付研究者になろうと思ったきっかけ      
 a 現在の機関からの要請があったから           8(24%)          4(18%)           10(59%)       22(30%) 
 b 友人、知人等からの勧めがあったから         9(26%)          8(36%)            5(29%)       22(30%)
 c 自分自身の意向で                          12(35%)          9(41%)            2(12%)       23(32%)
 d その他（＊１）                              5(15%)          1(5%)             0             6(8%)
② 決断した動機 
 a 研究内容に魅力を感じたから                14(37%)          10(42%)            1(6%)        25(3%) 
 b 自分の良いキャリアパスとなると考えた       5(13%)           3(13%)            7(44%)       15(19%) 
 c 給与が良かった                             6(16%)           1(4%)             0             7(9%)
 d 研究環境が良く、良い研究成果が期待できる   6(16%)           6(25%)     5(31%)       17(22%) 
 e 強い勧めによる                             1(2%)            1(4%)             2(13%)        4(5%)
 f その他（＊２）                             6(16%)           3(12%)            1(6%)        10(13%) 
③ 任期付任用の今後の意向 
 a 良い研究環境、研究テーマがあれば働きたい   19(60%)         17(77%)            4(29%)       40(59%)     
 b 今後は終身雇用制のところで働きたい         10(31%)          4(18%)            6(43%)       20(29%) 
 c 機関から働きかけがあれば考えたい            1(3%)           1(5%)             3(21%)        5(7%) 
 d その他（＊３）                              2(6%)           0                 1(7%)         3(5%) 
④ 任期付任用の年齢的な限界の有無 
 a 年齢とは関係がない                          7(21%)          5(23%)            4(31%)       16(24%) 
 b 個人的な状況によってことなる               19(58%)         10(45%)            4(31%)     33(49%) 
 c 限界がある、何才位                         6(18%)          7(32%)            5(38%)       18(26%) 
  1.35才                                     0               0                 0            0
  2.40才                                     0               0    0            0
    3.45才                                     0               0                 0            0
  4.70才                                     0               0                 0            0
 d その他（＊４）              1(3%)          0                 0             1(1%) 
⑤ 任期付研究者の利点 
 a 先端的研究が率先してできる                  13(15%)         6(11%)            3(99%)       22(13%) 
 b 先端的研究機関、環境で研究ができる          15(18%)        14(24%)      4(12%)       33(19%) 
 c 先端的な研究者と一緒に研究、交流できる      13(15%)        12(21%)            7(22%)       32(18%) 
 d 様々な研究テーマについて研究ができる        10(12%)         3(5%)             6(18%)       19(11%) 
 e 大きなキャリアパスとなる                     8(10%)         9(16%)            3(9%)        20(11%) 
 f 雑用が少なくなり、研究に没頭できる          10(12%)        11(19%)            6(18%)       27(16%) 
 g 給与が高い                                  11(13%)         1(2%)             1(3%)        13(7%)
 h その他（＊５）                               4(5%)          1(2%)             3(9%)         8(5%)
⑥ 任期付研究者の不利な点 
 a 雇用が不安定                                31(32%)        16(30%)           11(30%)       58(31%) 
 b 職位が上がりずらい                           7(8%)          5(9%)             5(14%)       17(9%)
 c 退職金が不利になる                          13(13%)        2(4%)       5(14%)       20(11%) 
 d 生涯給で比較すると終身雇用者より低くなる    10(10%)         5(9%)             2(7%)        17(9%)
 e 任期終了年に研究になると集中できなくなる    23(24%)        13(24%)            6(16%)       42(22%) 
 f 転職等により家族の負担が大きくなる          13(13%)        12(22%)    6(16%)       31(17%) 











































































































































































































































































































































































              ベンチャー起業化に対する関心度 
 
研究成果のベンチャー    大企業研  ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置  私立大学  平均 
起業化への関心       究機関    ー企業    究機関等1) 験研究機関  研究機関等2)  研究機関 
 
①ベンチャー化に関心ない    27(59%)   3(33%)    7(58%)      1(25%)       5(50%)      3(43%)    46(53%) 
②ベンチャー化に関心ある    19(41%)   6(67%)    5(42%)      3(75%)       5(50%)      1(14%)    39(44%) 
                                                                         無回答：3(43%) 3(3%) 
 理由 
 a 機関外にベンチャー化     12(63%)   3(38%)    3(43%)      1(25%)        2(40%)      ＊２  2 (50%) 
 b ベンチャー化の共同研究    2(11%)   2(25%)    1(14%)      1(25%)        3(60%)                9(21%) 
 c 外部機関へ技術移転        1(5%)    1(12%)    3(43%)      2(50%)        0        7(16%) 
 d その他（＊１）            3(16%)   2(25%)    0           0             0                     5(11%)
 N 無回答                    1(5%)    0         0           0             0                     1(2%) 
 
1):特殊、財団法人も含む。２）：国立大学共同利用研究機関も含む。 

























































































































 その調査結果を表 2-6-2 に示す。 
 
表2-6-2 産学官の研究機関における研究者・技術者の 
            研究成果のベンチャー起業化への意欲 
 
研究成果のベンチャー    大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試 国立大学附置 私立大学  平均 
起業化への意欲       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
1.転職による起業化意欲 
 ① ある          195(39%)   7(21%)    95(28%)    20(24%)     58(26%)     32(29%)   407(31%) 
 ② ない                    308(61%)  26(79%)   251(72%)    65(76%)    165(74%)    79(71%)   894(69%)
・ない理由 
 a 現在の研究を継続したい   42(14%)    3(11%)   110(44%)    10(15%)   95(56%)   33(36%)   293(32%) 
 b 年齢的に無理              9(3%)     0          6(2%)     10(15%)      9(5%)      16(18%)    50(5%) 
 c そこまでの意欲はない     45(1 %)    8(31%)    38(15%)    10(15%)     24(14%)     15(17%) 140( %) 
 d 実用化への不安が大きい   88(28%)   7(27%)  42(17%)    15(23%)     16(10%)     10(11%) 178 2 
 e 生活面が不安定になる     94(30%)   6(‘23%)    32(13%)    17(27%)     12(7%)     8(9%)    169(19%)
 f その他（＊１）           34(11%)   2(8%)   23(9%)    3(8%)   13(8%)     8(9%)    83(9%) 
2. 兼職等による起業化意欲 
 ① ある                   390(79%)    21(70%)   214(64%)    51(63%)    125(58%)     68(64%)  869(69%) 
 ② ない                   104(21%)     9(30%)   122(36%)    30(37%)     91(42%)     39(36%)  395(31%) 
・ない理由 
 a 現在の研究が手薄になる   42(40%)     3(37%)    54(44%)    10(37%)     38(40%)    15(37%)   162(41%) 
 b 自分の時間がなくなる     30(29%)     3(37%)    35(28%)     9(33%)     24(26%)    14(34%) 115(29%) 
 c それほど実用化に意欲ない 21(20%)     2(26%)    26(21%)     7(26%)     28(30%)    7(17%)91 23%) 
 d その他（＊２）           11(11%)     0          9(7%)      1(4%)       4(4%) 5 12%) 30 9
3. 研究成果の権利化 
 ① している       332(66%)    16(47%)    99(28%)    22(27%)     22(10%)     32(28%)   523(40%) 
 ② していない            179(34%)    18(53%)   252(72%)    60(73%)    202(90%)     81(72%)   783(60%) 
 権利化していない理由 
 a 正当に評価されない       4(3%)       0         17(7%)       3(5%)      8(4%)      4(5%)36(5%)
 b 面倒だ                  17(11%)      2(11%)    23(9%)      10(17%)    23(13%)     10(13%)     85(11%)
 c 申請する時間がない      23(14%)    6(33%)    56(23%)  11(19%)    58(32%)     31(39%)  185(25%) 
 d 役立つものかわからない 63(39%)     6(33%)    93(39%)   19(32%)    54(30%)   16(20%)  251(34%) 







































































































図 2-6-6 に示す。 


























































































 各機関における研究者・技術者の’98 年 4 月現在の出向流出・入状況を表 2-7-1 に示す。 
 
   表2-7-1 産学官の研究機関における研究者・技術者の 
                  出向流出・流入状況 
 
出向流出・流入研究者・技術者  大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学   
の有無および人数        究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
１．出向流出研究者・技術者 
(1) いない                     17(37%)    6(67%)    5(42%)      3(60%)     ＊２ 
(2) いる                      29(63%)    3(33%)    7(58%)      2(40%)        ＊１   
 1) 出向流出先 
  ① 海外の大学                10(20%)    0        3(27%)      0
  ② 海外の他の研究機関          8(15%)    0        3(27%)      0
  ③ 国内の研究機関 
  a 国公立研究機関              8(15%)   0        2(18%)      2(67%) 
  b 他の民間研究機関            9(18%)    0        1(10%)      0              ―   ― 
  c 大学                       9(18%) 3(100%)  0          0 
  d 地方公立研究機関            2(4%)     0       0      0
  e ベンチャー企業              2(4%)     0         0 
  f その他                     3(6%) 0     2(18%)      1(33%) 
  2) 出向流出理由 
  a キャリアパスのため     22(31%)    3(43%)   2(18%)      1(25%)
  b 相手先機関の要請          17(25%)    1(14%)   4(37%)      1(25%)
  c 研究課題の技術習得      17(25%)    3(43%)   3(27%)      1(25%)         ―    ―
  d 研究者が余剰となった        3(4%)     0        0           0
  e 研究リーダ            1(1%)     0        0           0
  f 中高年になったため        0        0       0           0
  g 本人の希望                  7(10%)   0   2(18%)     0 
  h ベンチャー立ち上げ       3(4%)    0    0       0
  I その他                     0        0         1(25%) 
 
２．出向流入研究者・技術者 
(1) いない                      35(76%)    7(78%)    8(67%)       5(100%)      8(80%)  7(100%)        
(2) いる                        11(24%) 2(22%)    4(33%)      0      2(20%)       0          
 1) 出向流入元 
  ① 海外の大学                  4(26%)    0         1(13%)                    1(20%) 
  ② 海外の他の研究機関          1(7%)     0         0                        1(20%) 
  ③ 国内の研究機関 
  a 国公立研究機関              1(7%)     1(50%)    3(37%)                    0
  b 他の民間研究機関            5(33%)    1(50%)    2(24%)        ―          0             ―
  c 大学                        1(7%)     0         1(13%)           2(40%)
  d 地方公立研究機関            0         0        0                0 
  e ベンチャー企業              0         0  0           0
  f その他 （＊３）             3(20%)    0         1(13%)               1(20%)
  2) 出向流入理由 
  a 新規研究開発の立ち上げ    5(32%)    1(50%)    1(20%)                    0 
  b 研究人員不足           4(25%)    0         2(40%)         ―      0      ―
  c 研究リーダとして         0       1(50%)    1(20%)                0         
  d 出向元で余剰となった        0         0         0                         0
  e 本人の希望          2(12%)    0         1(20%)                    0
  f 異分野研究者導入        3(19%)    0         0                 2(67%)
  g 研究成果の実用化            0     0        0             0
  h その他（＊４）              2(12%)    0         0             1(33%) 































































































































































































































































                これまでの出向異動の状況 
 
研究者・技術者の出向経験 大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の有無および理由     究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
１．出向異動の経験はない 408(81%)  26(76%)  310(84%)   72(86%)    216(96%)   108(94%)  1140(86%)  
２．出向異動の経験はある  98(19%)    8(24%)   57(16%)   12(14%)     10(4%)      7(6%)   192(14%) 
 1) その理由 
  a 機関の命令により    85(84%)   6(75%)   15(57%)   10(67%)      5(50%)     1(12%)   122(67%) 
  b 自分の希望により     9(9%)    1(12%)   17(28%)    4(27%)      3(30%)     5(63%)    39(21%)
 c 出先機関の指名要望   5(5%)    1(12%)    9(15%)    1(6%)       2(20%)     2(25%)    20(11%) 
 d その他               2(2%)    0         0         0           0          0          2(1%) 
 2) 出向先 
 a 国立 or 私立大学  36(32%)   3(27%)   10(17%)    2(12%)      6(46%)     4(45%)    61(29%) 
 b 国公立研究機関      18(17%)   4(36%)    3(23%)    1(6%)       4(31%)     3(33%)    33(15%) 
 c 民間研究機関        15(13%)   0         1(2%)     2(12%)      0          1(11%)    19(9%) 
 d 特殊又は財団法人等  22(19%)   3(27%)   21(37%)   12(70%)      1(8%)      1(11%)    60(29%) 
 e 民間企業（非研究）  22(19%)   1(9%)     1(2%)     0           1(8%)      0         25(12%)
 f その他（＊１）       0        0        11(19%)    0           1(8%)      0         12(6%) 
 3) 出向の効果 
 ① 役立たなかった     12(12%)   1(12%)    2(4%)     4(33%)      0          1(14%)    20(10%) 
  a 特に良い利点なし    4(33%)   0         0         0                      1(100%)    5(25%) 
   b やりたいことができ    4(33%)   1(100%)   2(100%)   4(100%)     -       0         11(55%) 
   なかった            
   c その他               4(33%)   0         0         0                      0          4(20%) 
  ② 役立った           77(79%)   7(88%)   47(82%)    7(58%)      8          6(86%)   152(80%)       
  a 前職で得られない     48(46%)   4(45%)   26(50%)    4(34%)      3(23%)     4(50%)    89(45%) 
   経験等を得た        
   b 色々な研究者と知り   28(27%)   2(22%)   14(27%)    3(25%)      6(46%)     2(25%)    55(28%) 
   合った 
   c 研究ノウハウ、技術   23(22%)   3(33%)    7(13%)    3(25%)      1(8%)      0         37(19%) 
   の向上が図れた 
   d 研究環境が良い     4(4%)    0         2(4%)     1(8%)       2(15%)     2(25%)    11(5%) 
   e その他            1(1%)    0         3(6%)     1(8%)       1(8%)      0          6(3%) 
  ③ 両面があった       9(9%)    0         8(14%)    1(9%)       1(11%)     0         19(10%) 
 4) 今後の意向 
  a 望む               20(21%)   3(38%)    8(15%)    5(42%)      2(22%)      1(17%)    39(21%)
   b 望まない           18(19%)   1(12%)   20(36%)    3(25%)      1(11%)      2(33%)    45(24%) 
   c 先機関による       54(56%)   4(50%)   26(47%)    4(33%)      6(67%)      3(50%)    97(52%) 
































































































































































































































































































研究職種間異動の現状     大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学 平均   




a 支援、補助等の支援業務へ   13(21%)  1(10%)   2(15%)     2(33%)    1(10%)     0      19(19%) 
b 現業等の研究以外へ           36(59%)   4(40%)    2(15%)     1(17%)    0         0  43(42%) 
c 研究職以外に異動できない      1(2%)    1(10%)    3(23%)     0         7(70%)  2(5 %) 12(12%) 
d 本人協議し決定する           10(16%)   4(40%)    5(39%)     3(50%)    2(20%)   2(50%) 26(25%) 
e その他（＊１）             1(2%) 0         1(8%)      0         0          0       2(2%) 
2. 研究者→支援者→補助者の 
 研究職種間異動について 
a 可能である                  18(39%)   2(22%)    5(38%)     1(20%)    3(30%)     0      29(34%) 
b 現状制度下では困難          13(28%)   3(33%)    5(38%)     2(40%)  6(60%)   2(67%) 31(36%) 
c 本人の意向による              8(18%)   4(45%)    1(8%)     2(40%)   1(10%)     1(33%) 17(20%)
d その他（＊２）                7(15%)   0         2(15%)   0       0          0       9(10%)
3. 研究支援者→研究者の異動 
① 可能                       43(91%) 9(100%)   8(67%)    4(80%)   9(90%)     1(25%) 74(85%)
② 不可能                      4(9%) 0         4(33%)     1(20%)    1(10%)     3(75%) 13(15%) 
 その理由は 
a 両者を区別し採用している      2(50%)             5(100%)    1(100%)  1(100%)    3(100%) 10(83%)      
b 支援業務に穴があく            0     ―        0          0         0          0        0
c 能力ありとの判断で可能        0                  0          0         0          0        0 










































































































































































































研究管理支援者の      大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
就業状況          究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
・管理支援者の出身専門は 
 ① 文系          9(12%)   0         5(31%)      0          1(17%)   15(14%)
 ② 理系                     63(88%) 3(100%)  11(69%)     11(100%)    5(87%)           93(86%) 
 (1)管理支援にいつから就業 
 ① 入所以来                  7(11%)   0         2(18%)      0          2(33%)           11(11%) 
 ② 就業前は異なる          58(89%)   3(100%)   9(82%)     11(100%)    4(67%)           85(89%)
 ・前業務は 
 a 研究開発                 48(83%)   2(67%)    6  10(91%)     1(25%)           67(79%) 
 b 研究技術支援              1(2%)    0         0           1(9%)      3(75%)    ＊３    5(6%) 
 c 研究補助                  0   0         0           0          0                 0
 d 工場等の現業部門          3(5%)    1(33%)    2(22%)      0          0                 6(7%)
 e その他（＊１）            6(10%)  0         1(11%)      0          0                 7(8%)
 (2) 将来の研究業務実施希望 
 a 実施したいと思う         28(44%)   3(100%)   1(10%)      5(45%)     2(40%)           39(42%) 
 b 実施したいと思わない    32(50%)   0         6(60%)      5(45%)     3(60%)           46(49%) 



































































































































   表 2-8-3 産学官の研究機関における研究技術支援者の就業状況 
 
研究技術支援者の      大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
就業状況           究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1) いつから技術支援業務を   
 行っているか 
 a 入所以来                  16(84%)   3(100%)  16(94%)    5(83%)    49(89%)     5(100%)  94(89%) 
 b 研究者としての一定期間後   2(11%)   0         1(6%)     1(17%)     3(5%)      0         7(7%) 
 c その他                     1(5%) 0         0         0          3(5%)      0         4(4%)
(2) 支援業務以外に研究業務 
 を行っているか 
 ① 行っていない             12(63%)   0         7(41%)    4(67%)     25(45%)    3(60%)   51(48%) 
 ② 行っている                7(37%)   3(100%)  10(59%)    2(33%)     31(55%)    2(40%)   55(52%) 
 ・全業務に対するその比率          
 a 10%以下                   0 0         0         0           1(3%)     0         1(2%) 
  b 10%                       0    1(33%)    0         0           2(6%)     0         3(5%)
  c 20%                       3(43%)  1(33%)    2(20%)    0           6(20%)    0        12(22%) 
  d 30%                    2(29%)  0         1(10%)    0           4(13%)    1(50%)    8(15%) 
  e 40%                       0    0      2(20%)    0           1(3%)     0         3(5%)
  f 50%                       2(29%)  0      2(20%)    2(100%)     9(29%)    0        5(27%) 
  g 60%                       0    0      1(10%)    0           0         0         1(2%)
  h 70%                       0    1(33%)    1(10%)    0           4(13%)    0         6(11%) 
  I 70%以上                   0 0         1(10%)    0           4(13%)    1(50%)    6(11%) 
(3) 研究者・技術者への職種異動の希望 
 ① 希望しない       13(68%)   1(33%)    7(41%)    4(80%)     33(59%)    3(60%)   61(58%) 
  ② 希望する                 6(32%)  2(67%)   10(59%)    1(20%)     23(41%)    2(40%)   44(42%) 







































































































































研究補助者の研究職種間   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
異動の希望         究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
・研究職種間異動の希望は 
 ① 希望する        2(20%)            15(68%)                                    17(53%) 
 a 研究開発              2(100%)           10(66%)                                    12(70%) 
  b 研究技術支援             0              4(27%)                                     4(24%)
  c 研究管理支援             0     N        1(7%)       N           N           N      1(6%) 
  d その他                   0            0                                          0 
 ② 希望しない              8(80%)     7(32%)                                    15(47%)




















































































































  表2-9-1 産学官の研究機関における中高年研究者・技術者の処遇の現状 
                      と今後の望ましいあり方 
 
中高年研究者・技術者   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の処遇          究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1) 現状の処遇 
 a 定年まで研究を進める  8(14%)   1(10%)    2(17%)     1(14%)      10(100%)    5(62%)  27(26%) 
 b ある年齢で研究以外へ   2(4%)    1(10%)    0          1(14%)       0          0        4(4%) 
 c ケースバイケースで    36(65%)   3(30%)    7(58%)     3(43%)       0          0       49(48%) 
 d 支援又は補助業務へ     2(4%)    0         0          1(14%)       0          2(25%)   5(5%) 
 e 本人の意向に従って     2(4%)    0         0          0            0          0        2(2%)
 f 研究評価に従って       0      0        0          0            0          1(13%)   1(1%)
 g まだ方針が未決定       5(9%)    4(40%)    0          1(14%)       0          0       10(10%) 
 h その他（＊４）         0      1(10%)    1(8%)      0            0          0        2(2%)
 N 無回答                 0      0         2(17%)     0            0          0        2(2%)
(2) 将来の望ましいあり方 
 a ＊１                  17(35%)   4(45%)    7(58%)     3(50%)       7(70%)     1(12%)  39(41%) 
 b ＊２                   3(6%) 2(22%)    0          0            0      2(25%) 7(7%)
 c ＊３                  21(43%)   3(33%)    2(17%)     3(50%)       3(30%)     1(12%)  33(35%) 
 d その他（＊５）        4(8%)    0         2(17%)     0            0          1(13%)   7(7%) 
 N 無回答        4(8%)    0         1(8%)      0            0          3(37%)   8(9%)
 
＊１：中高年研究者の現在の研究業績の有無により判断し、一定基準の研究業績の上がっている研究者は、研究評価結  
   果として本人の継続希望があれば、研究を継続させる。業績が上がっていない研究者や業績が上がっていても本 
   人の希望があれば研究技術支援業務（専門技術者）や研究補助者へ移行する。（評価システム結果と本人の意向 
   により決定する） 
＊２：任期付研究者となり、再雇用契約を結び、研究開発業務のアドバイザー、指導を行う業務に転向する。その際、 
   職員ワクから外れる。（若手採用のワクが大きくなり、かつ中高年研究者の能力、経験が生かされる。） 
＊３：一定年齢（５５才程度）から雇用形態を多様化し、研究者の研究業績と意向及び機関の客観的な評価結果を判断 
   し、研究者がその方向を選択する。例えば、継続的な研究者か、研究の第一線からは離れるが、研究指導的な支 
































































































































































                  研究人材の高齢化問題に対応した諸策 
 
研究者・技術者の   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学    平均   
高齢化対策      究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1) 研究機関回答 
  a          27(21%)   2(7%)    2(6%)       3(23%)     5(18%)     2(13%)     41(17%) 
  b                   13(10%) 2(7%)    4(11%)      2(15%)     3(10%)     1(7%)      25(10%) 
  c                   11(9%) 0        1(3%)       0          0          1(7%)      13(5%)
  d                   23(18%) 7(27%)   5(14%)      3(23%)     3(10%)     4(27%)     45(18%) 
  e                   17(13%) 1(4%)   4 11%)     1(8%)      3(10%)     2(13%)     28(11%) 
  f                    6(4%) 1(4%)    7(19%)      0          4(14%)     0          18(7%) 
  g                    2(1%) 1(4%)    2(6%)       2(15%)     5(18%)     2(13%)     14(6%) 
  h             10(8%)    6(23%)   4(11%)      0          3(10%)     2(13%)     25(10%) 
  i                   5(4%) 5(19%)   2(5%)       0          0          1(7%)      13(5%) 
  j                   14(11%) 1(4%)    5(14%)      2(15%)     3(10%)     0          25(10%) 
  k                    1(1%) 0        0           0          0          0           1(0.4%) 
(2) 研究者・技術者回答 
  a                  230(16%)  12(12%)  154(15%)    44(17%)    86(15%)    42(15%)    568(16%) 
  b                  107(7%)   8(8%)    67(7%)     21(8%)     23(4%)     15(6%)     241(7%) 
  c                  107(7%)  12(12%)   54(5%)     14(6%)    30(5%)    22(8%)     239(6%) 
  d                  260(18%)   9(9%)   124(12%)    34(13%)    63(11%)    36(13%)    526(14%) 
  e                  157(11%)  11(11%)   89(9%)     20(8%)     54(10%)    47(17%)    378(10%) 
  f                   87(6%) 7(7%)    95(9%)     14(6%)   66( 2%)   20(7%)     289(8%) 
  g                   81(6%) 5(5%)   103(10%)    26(10%)    70(12%)   28(10%)    313(9%) 
  h                  180(13%)   8(8%)   118(12%)    26(10%)    66(12%)    33(12%)    431(12%) 
  i               48(3%)    9(9%)    40(4%)      9(4%)     17(3%)   7(3%)     130(4%) 
  j                  177(12%)  17(17%)  156(15%)    42(17%)    78(14%)    20(7%)     490(13%) 
  k                    8(1%) 0        15(2%)      3(1%)      7(2%)      6(2%)      41(1%) 
 
a.５５才以上の中高年からの雇用制度の多様化選択肢と研究者自身の選択によるその後の研究活動等を決定する制度  











                                        １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
                                            















  研究活動等を決定する制度の整備。      
d.研究機関と研究者の両者による前向きな将来の雇用形態の検討と意識改革。 
j.65才までの定年延長と研究職から研究指導あるいは補助的な業務への移行が可能な制度 




























































































 表2-9-3 産官学の研究機関における研究者・技術者が回答する 
          研究限界年齢の有無とその年齢およびその後の適性業務 
 
研究者・技術者の     大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学    平均   
研究限界年齢       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1) 研究限界年齢の有無 
 ① ない         251(59%)  14(41%)  179(50%)  37(42%)    123(55%)   68(59%)   672(51%) 
 ② ある                 254(50%)  20(59%)  177(50%)  52(58%)    102(45%)   47(49%)   652(49%) 
 その年齢は 
  a 35以下                 0       0         0        0           0   0  0
  b 35                    4(2%)     0         1(1%)    0           0     0  5(1%)
  c 40                     37(14%)  1(5%) 6 3    3(6%)       2(2%)    1(2%)     50(8%)
  d 45                     68(27%)  5(27%)18 10    9(18%)      7(7%)    1(2%)    108(17%) 
  e 50                     91(36%) 10(53%)  71 40  25(50%)     23(22%)   16(34%)   236(36%) 
  f 55                     28(11%)  1(5%)  45(26%)    9(18%) 3 3   12(25%)   134(21%) 
  g 60                      4(2%)  1(5%)     8(5%)     4(8%)      13(13%)    6(13%)    36(5%) 
  h 65                      5(2%)  0        6(3%)     0           4(4%)     5(11%)    20(3%)
  I 65 以上                 0   1(5%)     2(1%)     0           2(2%)     0          5(1%)  
  N ：無回答               17(7%)     0        19(11%)    0          12(12%)    6(13%)    54(8%) 
(2) 限界年齢後の適性業務（あるとした人の回答）  
 a 研究管理支援業務に就く  81(27%)   9(43%)   57(28%)   20(31%)     29(25%)   15(28%)   211(28%) 
  b 研究技術支援業務に就く  43(14%)   3(14%)   30(14%)    9(14%)      3(3%)     5(9%)     93(12%) 
  c 研究補助業務に就く       6(2%)    0         8(4%)     3(5%)       6(5%)     1(2%)     24(3%) 
  d 研究指導的な業務に就く 108(36%)   8(38%)   75(36%)   29(44%)    55(49%)   20(37%)   295(39%)
  e ベンチャー企業に異動    12(4%)    0         7(3%)     2(3%)       1(1%)     2(4%)     24(3%) 
  f 現業部門等の研究以外    39(13%)   1(5%)    12(6%)     2(3%)       7(6%)     3(5%)     64(8%) 




























































































                        中高年時以降の意向
  
中高年時以降         大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の希望業務         究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
a 定年時まで研究継続     316(62%) 25(73%)  276(76%)   54(58%)   184(81%)   92(81%)  947(70%) 
b 研究管理支援                 68(13%)  5(15%)   27(7%)    14(15%)    10(4%)     8(7%)   132(10%) 
c 研究技術支援                 48(9%)  0        16(4%)     8(9%)      2(1%)     3(3%)    77(6%) 
d 研究指導、補助的なの第一線   
 から離れた研究関連業務       56(11%)  4(12%)   34(9%)    15(16%)    23(10%)    4(3%)   136(10%) 
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  表2-10-1 産学官の研究機関が回答する研究技術支援者の 
                   必要性および充足状況 
 
研究技術支援者の      大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
必要性等の状況       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1) 技術支援者は必要ない  18(38%)   3(38%)   5(42%)     2(50%)       0         1(17%)   29(33%) 
・その理由 
 a 支援業務を外注しいる      7(31%)   1(25%)   4(57%)     0          0        12(31%)
 b 技術支援業務はない        4(18%)  2(50%)   0          0                      0         6(16%) 
 c 研究者が全て行う          9(39%)  0        1(14%)     2(67%)                 1(100%)  13(34%) 
 d 研究者採用が優先        1(4%)    0        1(14%)     1(33%)      ―         0         3(8%)
 e 人件費削減                1(4%) 0       0          0                      0         1(3%)
 f その他                    0  0   0          0                      0         0
 N 無回答                    1(4%)   1(25%)  14     0                      0         3(8%) 
(2) 必要である            29(62%)   5(62%)   7(58%)     2(50%)     10(100%)   5(83%)    58(67%) 
 ① 現在の要員で十分      18(62%)   1(20%) 2(29%)     0           0         1(20%)    22(38%)
 ② 現在の要員では不充分  11(38%)   4(80%) 5(71%)     2(100%)    10(100%)   4(80%)    36(62%) 
 i) その理由 
 a 分析、計測等の要員不足    5(29%)   0       2(14%)   2(67%)    1(8%)     2(33%) 12(21%) 
  b 工作技師等が不足        1(6%)    1(17%)  3(21%)      0         (8%)  0  6(10%)
  c 人員（予算）ワクが不足   5(29%)   3(50%)  4(29%)      1(33%)     7(58%)  3(50%)   23(40%)
  d 外注のため時間がかかる    2(12%)   0       3(21%)      0       0    0         5(9%)
  e 技術的能力が低い          4(24%) 2(33%)  2(14%)      0       1(8%) 0         9(15%)
  f 論文等の指導、補助がない  0      0      0           0          1(8%)  1(17%)    2(3%)
  g その他                    0  0       0           0     1(8%) 0        1(2%)
 ii)不十分の解決方法  
 a 人件費の拡大              3(19%)   3(37%)  2(16%)   2(50%)      4(21%)    2(40%)   16(25%) 
  b 人員ワクの拡大            4(25%)   0       3(25%)     1(25%)      7(37%)    1(20%)   16(25%) 
  c 人材派遣の利用            4(25%)   3(37%)  2(17%)     0           3(16%)    0        12(19%)
  d 中高年研究経験者の利用   3(19%)   0       2(17%)     1(25%)      3(16%)    1(20%)   10(15%) 
  e 中途退職女性研究者の活用  0        0       0          0           1(5%)     0         1(2%) 
  f 機関退職研究者の活用の質  
  の高い技術支援・補助者    2(12%)   2(25%)  3(25%)     0      1(5%)    1(20%)    9(14%) 
 g その他                    0   0       0          0           0         0         0 
                      
























































































































研究補助者の       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
必要性等の状況       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1) 研究補助者は必要ない   14(30%)  6(67%)   3(25%)     3(60%)       0    1(17%) 27(31%) 
 ・その理由 
  a 外注してその都度補う      4(23%)  0        1(25%)     0          0         5(15%)
  b 当機関では補助業務はない  2(12%)  1(14%)   2(50%)     0                      0         5(15%) 
  c 研究者が全て行う          9(53%)  5(72%)   0          3(75%)                 1(100%)  18(55%) 
  d 研究者採用が優先          1(6%)   0        1(25%)     1(25%)       ―        0         3(9%) 
  e 研究費削減のため          1(6%)   0        0          0                      0         1(3%)
  f その他                    0   0        0          0                      0         0 
  N 無回答                    0   1(14%)   0          0                      0         1(3%)
(2) 研究補助者は必要である  32(70%)  3(33%)   9(75%)     2(40%)     10(100%)    5(83%)    61(69%)
 ① 現在の要員で十分        20(62%)  0      5(56%)      0          0          1(20%)    26(43%)
 ② 現在の要員では不充分    12(38%)  3(100%) 4(44%)      2(100%)   10(100%)    4(80%)    35(57 
   i)その不足要因 
  a 研究現場での補助員不足   7(50%)   0       1(17%)      2(100%)    4(33%)     3(75%)    17(41%) 
  b データの解析、図表化要                           
  員不足                   2(14%) 2(50%)  2(33%)      0          3(25%)     1(25%)    10(24%)
  c 質の高い補助者がいない   5(36%)   2(59%)  2(33%)      0          5(42%)     0         14(33%)
  d その他（＊１）           0     0       1(17%)      0      0        0          1(2%) 
   ii)希望する解決策 
 a 人件費の拡大             2(17%)   2(67%)  3(43%)      1(50%)     8(62%)     3(60%)    19(45%) 
  b 人材派遣の利用           8(67%)   0       2(28%)      0          2(15%)     0         12(29%)
  c 高年、退職研究者の再雇用 1(8%)    0       2(28%)      0          1(8%)      2(40%)     6(15%) 
  d 中途退職女性研究者活用   1(8%)    0       0           0          2(15%)     0          3(7%) 
  e その他（＊２）           0     0       0           1(50%)     0          0          1(2%) 
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              協力内訳と研究者・技術者が回答する必要性 
 
協力研究技術支援者および  大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
補助者等の状況       究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1)協力内訳 
 a (支)*1と(補)*1の両者   100(20%)   4(12%)   76(22%)   13(15%)    44(20%)   14(12%)   251(20%) 
 b (支)のみ                 105(21%)  11(33%)   40(12%)   12(14%)    49(23%)   14(12%)   231(18%) 
 c (補)のみ                  60(12%)   0        83(24%)10(12%)   18(8     15(13%)  186(14%) 
 d 両者とも協力なし         227(46%)  18(55%)  145(42%    51(59%)   108(49%)    7(63%)   620(48%) 
(2) 必要性  
 1)(1)のb,cの研究者の回答 
 a 技術支援者が必要          11(8%)    3(33%)    7(17%)    5(38%)     6(12%)    3(13%)    35(13%) 
 b 補助者が必要              11(8%)    0         6(14%)    5(38%)     4(8%)     2(9%)     28(10%) 
 c 両者とも必要             101(78%)   6(67%)   28(65%)    3(23%)    39(76%)   17(74%)   194(72%) 
 d 必要ない                   6(5%) 0         1(2%)     0          1(2%)     1(4%)      9(3%)
 e その他（*2）               1(1%)   0         1(2%)     0          1(2%)     0          3(1%)
 2) (1)のdの研究者の回答 
 a 技術支援者が必要          21(9%)    1(6%)    18(14%)    8(17%)    15(14%)    3(4%)     66(11%) 
 b 補助者が必要              23(10%)   1(6%)    18(14%)    9(19%)    14(13%)    6(9%)     71(12%) 
 c 両者とも必要             127(57%)  11(61%)   64(50%)   28(58%)    61(59%)   50(75%)   341(58%) 
 d 必要ない                  44(20%)   5(28%)   21(16%)    3(6%)     13(13%)    8(12%)    94(16%) 
 e その他(*3)                 9(4%) 0         7(6%)  0          1(1%)     0         17(3%) 
 3) (1)のb,c,dの研究者が回 
 答する協力が得られない理由 
 a 研究実施上必要がない      42(16%)   2(9%)  24(16%)    1(2%)     12(10%)    8(10%)    89(13%) 
 b 当機関にはいない          80(30%)  14(61%)   26(17%)   14(25%)    33(27%)   18(27%)   185(26%) 
 c 予算的な余裕がない        82(31%)   6(26%)   59(40%)   33(58%)    55(45%)   48(61%)   283(41%) 
 d 適当な協力者がいない      41(16%)   1(4%)    28(19%)    6(10%)    16(13%)    3(4%)     95(14%) 






























































































































































































































c b d    ab c  d   ac d b  a c b d    ac b d   a c b  d   a
 124 
表2-10-4 産学官の研究機関において研究技術支援者および研究補助者の 
            協力を得ている研究者・技術者の比率と協力者数 
 
協力研究技術支援者数お   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
よび補助者数等の状況   究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
1. 研究技術支援者 
 (1) 協力支援者数に対する回答研究者数（人） 
  0(協力者がいない)   284(58%)  18(55%)  229(66%)  61(71%)    126(58%)   86(75%)  804(63%) 
  1                        89(18%) 2(7%)   63(18%)   7(10%)     52(24%)   14(12%)   229(18%) 
   2                        50(10%) 7(22%)  21(6%)   10(12%)     18(8%)    10(9%)    116(9%) 
   3                        26(5%)  1(3%)   14(4%)    3(3%)      15(7%)     1(1%)     60(5%) 
   4                  6(1%)    2(6%)    7(2%)    0           3(1%)     0         18(1%)
   5                        14(3%)  1(1%)    4(1%)    0           2(0.9%)   0         21(2%) 
   6                         6(1%) 2(6%)    1(0.3%)  2(2%)       1(0.5%)   0         12(0.9%)
   7                         1(0.2%) 0        1(0.3%)1(1%)       0         0       3(0.2%)
   8                3(0.6%)   0        0       0   0         0      3(0.2%)
   9                         1(0.2%) 0        0     0   0         0      1(0.1%)
  10                         3(0.6%) 0        2(0.9%)0        2(0.9%)   0         7(0.5%)
  10人以上               4(0.8%)   0        3(0.9%)0        0        3(3%)    10(0.8%)
 (2) 平均協力支援者数 
 1)回答研究者合計         487        33       345       86          219        114        1288
 2)回答総協力支援者数*1  512        44       276       57          181         96        1166 
  3)全研究者平均*2         1.05      1.3       0.80     0.66        0.83        0.84       0.91
 4)被協力研究者平均*3     2.5       2.9       2.4      2.3         1.9         3.4        2.4 
 5)被研究者比率*4         0.42      0.45      0.34     0.29        0.42        0.25       0.37
2. 研究補助者 
(1) 協力補助者数に対する回答研究者数(人) 
  0(協力者がいない)      328(67%)  29(88%)  185(54%)  63(73%)   157(72%)  85(74%)    847(66%)
  1                       103(21%)  1(3%)    76(22%)  18(21%)   44(20%)   10(8%)      252(19%) 
   2                        34(7%)  2(6%)    47(14%)   2(3%)      9(4%)     6(5%)     100(8%) 
   3                   10(2%)    1(3%)    19(6%)    1(1%)      5(2%)     0          36(3%) 
   4                         6(1%) 0         9(3%)    0          2(1%)     3(3%)      20(2%)
   5                         4(0.8%) 0         4(1%)    2(2%)      1(0.5%)   2(2%)      13(1%)
   6                         0   0         2(0.6%)  0          0         1(1%)       3(0.2%)
   7                         0   0         0        0          1(0.5%)   1(0.5%)     2(0.2%)
   8                0     0         0        0          0         1(1%)       1(0.1%)
   9                         0   0         1(0.3%)  0          0         0           1(0.1%)
  10                         2(0.4%) 0         1(0.3%)  0          0      2(2%)     5(0.4%)
  10人以上            1        0         1(0.3%)  0          0         3(3%)       5(0.4%)
 (2) 平均協力支援者数 
 1)回答研究者合計    488        33       345        86        219       114         1285 
 2)回答総協力支援者数    275         8       334        35         97       140          889 
  3)全研究者平均          0.56      0.24    97       0.41      0.44       1.2          0.69 
 4)被協力研究者平均      1.7       2.0      2.1        1.5       1.6        4.8          2.0 



























































































































































 表2-10-5 産学官の研究機関における研究者・技術者が必要とする 
             研究補助者数および今後更に必要な協力者の資質 
 
十分な研究補助者数およ   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
び今後必要な資質     究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1) 必要とする十分な補助者数（希望人数） 
 0            57(12%)  5(17%)   247%)  2(3%)     13(6%)    11(10%)   112(9%) 
  0.5                      39(8%) 0     6(2%)     0          8(4%)      1(1%)     54(4%) 
  1.0                     152(33%) 9(31%)   91(28%)   26(32%)    58(28%)   23(21%)   359(29%) 
  1.5                      25(5%) 2(7%)    25(8%)    10(12%)    10(5%)    3(3%)    75(6%) 
  2.0                     141(30%) 8(28%)  118(36%)   40(49%)    75(36%)   37(35%)   419(34%) 
  2.5                     0   0        1(0.3%)  0           0   0     1(0.1%) 
  3.0                      30(7%)   3(10%)  33(10%)    1(1%)      30(14%)    13(12%)   110(9%) 
  3.5                       0    0      1(0.3%)   0           0          0       1(0.1%) 
  4.0                      14(3%) 1(4%)     6(2%)     1(1%)       7(3%)      3(3%)    32(3%) 
  4.5                       0    0      0         0           0          0      0 
  5.0                       5(1%)   1(3%)    17(5%)     1(1%)       6(3%)      7(7%)     37(3%)
  5以上                    6(1%) 0      8(2%)     0           2(1%)      9(8%)     25(2%) 
 平均人数                 1.5  1.6       2.0       1.6         1.9        2.6       1.8 
(2) 更に今後必要とする支援者・補助者の資質 
 ① 希望しない        121(25%)   8(25%)   43(12%)   10(12%)    27(13%)    14(12%)  223(18%) 
 ② 希望する             365(75%)  24(75%)  301(88%)   74(88%)   186(87%)   100(88%) 1050(82%) 
    希望資質内容 
    a          204(21%)   18(25%)  106(13%)  34(16%)    77(15%)   39(15%)   478(17%) 
     b                     142(14%)  14(20%)   84(10%)  24(12%)   55 1  29(11%)   348(12%) 
     c                     143(14%)  13(18%)  136(16%)  27(13%)    83(16%)   49(18%)   451(16%) 
     d                     193(19%)  11(16%)  194(24%)  48(23%)   131(26%)   63(24%)   640(22%)
     e                     259(26%)  15(21%)  235(29%)  58(28%)   123(25%)   65(24%)   755(26%) 
     f                      52(5%)  0        56(7%)   14(7%)     31 6  17(6%)  1 0(6%) 
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  表2-10-6 産学官の研究機関における研究者・技術者が回答する、 
        自身の研究成果に対する技術支援者および補助者の貢献度 
 
   研究成果に対する   大企業研  ベンチャ  国立試験研  地方公立試   国立大学附置  私立大学     
   貢献度（％）     究機関   ー 企業   究機関等1)  験研究機関  研究機関等 2)   研究機関 
 
(1) 研究者・技術者（本人）の貢献度(%) 
 10以下       0         0         0           0            0           0       
  10            2(0.8%)   0         1(0.5%)     0            0           0 
  20                      8(3%)   0         3(1%)       2(6%)        0           1(3%)
  30                     13(5%)  0         7(4%)       1(3%)        3(3%)       0 
  40                   11(4%)   0         7(4%)       0            5(4%)       3(7%) 
  50                     41(15%)  4(29%)   33(17%)      9(26%)      11(10%)      9(22%)
  60                     35(13%)  1(7%)    20(10%)      7(21%)      18(16%)      1(2%) 
  70                     63(24%)  7(50%)   45(23%)      2(6%)       29(26%)     13(32%)
  80                     38(14%)  1(7%)    40(21%)      5(15%)      19(17%)      5(12%)
  90                     39(15%)  1(7%)    27(14%)      2(6%)       19(17%)      7(17%)
  90以上            15(6%)     0        11(6%)       6(17%)       8(7%)       2(5%) 
     平均貢献度     66%       66%       68%         66%          71%         68%
(2) 研究技術支援者の貢献度(%) 
 10以下           13(6%)      0         6(5%)       2(8%)       12(13%)     2(8%)
  10                    42(21%)  1(7%)    23(20%)      1(4%)       14(15%)      4(16%) 
  20                    45(22%)  2(14%)   30(25%)      6(24%)      24(27%)      6(24%) 
  30                    49(24%)  8(57%)   33(28%)      7(28%)      29(32%)      9(36%)
  40                    23(11%)  1(7%)     7(6%)       3(12%)       6(7%)       3(12%) 
  50                    22(11%)  2(14%)   12(10%)      5(20%)       4(4%)       0
  60                     7(3%)  0         5(4%)       1(4%)        2(2%)  1(4%)
  70                     3(1%)  0         2(2%)       0            0      0
  80                     0   0         0           0            0    0
  90                     1(0.5%)  0         0          0  0     
  90以上          0          0         0           0           0     0
     平均貢献度    27%        31%       27%         31%          23%         25% 
(3) 研究補助者の貢献度(%) 
  10以下                6(4%)      0       10(7%)       4(18%)        8(12%)      1(4%) 
  10                   57(36%)   1(33%)    60(39%)      5(23%)       23(35%)     11(38%) 
  20                   46(29%)   1(33%)    36(23%)      9(41%)       18(28%)      7(24%) 
  30                   33(21%)   1(33%)    31(20%)      2(9%)        11(17%)   4(14%) 
  40                    8(5%)  0          9(6%)       1(5%)         0           1(3%) 
  50                    5(3%)  0          7(4%)       1(4%)         3(5%)       4(14%)
  60                    1(0.6%) 0          0           0             1(2%)       0
  70                    0   0          0           0             1(2%)       1(3%) 
  80                    1(0.6%) 0          1(0.6%)     0             0           0 
  90                    0   0          0           0             0           0
  90以上            0          0          0           0             0           0 















































































































































  表2-10-7 産学官の研究機関における研究者・技術者の定年後 
        における研究支援・補助的業務への再就職希望の有無 
 
研究者・技術者の定年後の   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
支援・補助的業務への意向    究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
(1)再就職しない       102(20%)  8(24%)   79(22%)   32(36%)    68(30%)     24(20%) 313(23%) 
 ・理由 
 a 自主的研究以外やりたくない  9(9%)  3(38%)   23(29%)    3(10%)     27(40%)   12(52%)   77(25%)              
 b 部下の下でやりたくない       4(4%)  0         8(10%)    3(10%)      7(11%)    0        22(7%)             
 c 体力気力がない              12(12)  1(12%)    2(2%)     3(10%)      2(3%)     4(18%)   24(8%)    
 d 研究以外のことをやりたい    72(70%) 4(50%)   27(33%)   14(45%)     18(27%)    6(26%)  141(45%)               
 e その他（＊１）               5(5%) 0        21(26%)    8(26%)     13(19%)    1(4%)    48(15%) 
(2)再就職したい              248(49%)  16(47%)  195(53%)  45(51%)    111(48%)    71(59%) 686(51%) 
 ・理由 
 a 若手を育成したい           75(29%)  2(12%)   71(32%)   17(34%)     56(47%)   30(38%)  251(34%)       
 b 研究に長く係わりたい       83(32%)  5(29%)   57(26%)   10(20%)     32(27%)   23(29%)  210(28%) 
 c 自分の研究も少しできれば   74(28%)  9(53%)   71(32%)   18(36%)     21(17%)   22(27%)  215(29%) 
 d 生活のため                 27(10%)  1(6%)    20(9%)     4(8%)      11(9%)     4(5%)    67(9%) 
 e その他（＊２）            1(1%)   0         2(1%)  1(2%)      0     1(1%)     5(0.7%) 
(3)条件による                154(31%)  10(29%)   92(25%)   12(13%)   51(22%)    26(21%)  345(26%) 
 ・その条件 
 a 半日勤務                  29(18%)   1(10%)    8(9%)     1(8%)     5(10%)      0       44(12%) 
 b 希望する研究分野         115(71%)   8(80%)   73(77%)    8(62%)   34(65%)     23(88%) 261(69%) 
 c 退職時の職場           1(0.6%)  0         2(2%)     0         0           0     3(0.8%)
 d 退職時の職場以外         2(1%)    0         6(6%)     3(23%)    7(13%)      1(4%)   38(10%) 































































































































             研究支援・補助的業務への再就職時の希望給与 
 
研究者・技術者の定年後   大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学   平均   
再就職時の希望給与    究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等 2)  研究機関 
 
 ・ 希望給与（退職時比較） 
 a 同等          45(11%)   4(15%)   28(11%)    3(6%)     35(23%)     10(12%)  125(13%) 
 b 80%以上               140(36%)  10(39%)   76(29%)   17(31%)    35(23%)     29(35%)  307(31%) 
 c 60-7 %程度             136(34%)  11(42%)   80(30%)   25(46%)    47(31%)     23(28%)  322(33%) 
 d 50-6 %程度              27(7%)    1(4%)    39(15%)    4(7%)     17(11%)      9(11%)   97(10%)
 e 50%以下でも良い         23(6%)    0        17(6%)     3(6%)      9(6%)       7(8%)    59(6%)


































































































 表2-11-1 産学官の研究機関における外国人研究者・技術者の雇用状況 
 
外国人研究者・技術者  大企業研  ベンチャ   国立試験研  地方公立試  国立大学附置  私立大学  平均  
の雇用状況       究機関    ー企業    究機関等1)  験研究機関  研究機関等2)   研究機関 
 
(1) 研究者・技術者の国籍比率(全研究機関) 
 a 日本人      7702(98.8%) 133(98.5%) 1529(96.8%) 497(100%) 1054(96%)  716(99.6%) 1 631 
                                                                                      (98.4%) 
 b 外国人              95(1.2%)   2(1.5%)    50(3.2%)    0         45(4%)     3(0.4%)     195 
                                                                                                  (1.6%)
(2) 外国人研究者・技術者の有無 
 a いる機関数            22(48%)    2(22%)      8(67%)    ―      8(80%)     2(29%)    42(50%)
 b いない機関数          24(52%)    7(78%)      4(33%)  ―        2(20%)     5(71%)    42(50%)
 
(3) いる機関の平均外国人数(人) 
                         95/22=4.3  2/2=1.0    50/8=6.2   ―       45/8=5.6    3/2=1.5 195/42=4.6 
(4) いる機関での全研究者・技術者 
  に対する外国人比率 
 a いる機関の全研究者数   5658         55        1142   ―        995      280      
 b 外国人の比率         95/5658      2/55      50/1142     ―       45/995     3/280    195/8130 






















































































                      および今後の留学等の希望 
 
外国人研究者・技術者   大企業研  ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学 平均   
の雇用状況       究機関    ー企業   究機関等1)  験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1) 留学経験の有無 
 ① ない        466(93%)  34(100%)   221(61%)   73(86%)    114(50%)   36(31%)  944(71%) 
 ② ある                 36(7%) 0         139(39%)   12(14%)    112(50%)   80(69%)  379(29%) 
 1)留学先 
 a 国立、私立等の大学    25(6%)    ―   91(63%)    5(42%)     83(69%)   57(74%)  2 1(67%) 
 b 国公立研究機関         4(11%)              41(28%)    4(33%)     33(28%)   15(20%)   97(25%) 
 c 民間研究機関          6(17%)               8(6%)     2(17%)      4(3%)     5(6%)    25(6%) 
 d その他（＊１）         1(3%)                4(3%)     1(8%)       0         0         6(2%) 
 2) 研究分野の差異                  ―
 a 異なる                 9(25%)             27(19%)    1(8%)      14(12%)   20(25%)   71(19%)
 b 同じ                  26(72%)             111(79%)    9(75%)     98(88%)   61(75%)  305(80%) 
 c その他（＊２）         1(3%)                2(2%)     2(2%)       0         0         5(1%) 
3) キャリアへの効果         ― 
 ① 無益             2(6%)                3(2%)     0           2(2%)     2(2%)     9(2%)
 ② 有益                 34(94%)             136(98%)   12(100%)    110(98%)  78(98%)  370(98%) 
 ・その理由 
 a 研究能力形成に有益    24(27%)              92(26%)    6(24%)      79(24%)  52(25%)  253(25%) 
 b 新たな分野が開けた    13(15%)              58(16%)    3(12%)      60(19%) 36(17%)  170(17%) 
 c 外国人研究者との交流  24(27%)             105(29%)   10(40%)      88(27%)  57(28%)  284(28%) 
 d 語学力が向上          16(18%)              60(17%)    4(16%)      58(18%)  37(18%)  175(18%) 
 e 大きな成果が得られた  10(12%)              42(12%)    2(8%)       35(11%)  23(11%)  112(11%) 
 f その他（＊３）        1(1%)                1(0.3%)   0            4(1%)    1(1%)     7(0.7%) 
(2) 今後の海外異動の希望 
 ① 希望する            332(66%)   26(76%)   255(73%)   42(48%)     142(64%)  61(54%)  858(66%) 
 ・理由 
 a キャリアパスとして    83(23%)    4(15%)    61(22%)    7(16%)      31(21%)  13(19%)  199(23%) 
 b 優れた研究環境で研究 219(62%)   17(65%)   107(59%)   27(63%)      98(65%)  39(58%)  507(59%) 
 c 語学の向上            34(10%)    5(19%)  26(9%)     4(9%)       12(8%)    6(67%)   87(10%) 
 d 海外での経験          13(4%)     2(8%)     10(4%)     1(2%)        2(1%)    3(5%)    31(4%) 
 e その他（＊４）         4(1%)     0         17(6%)     4(10%)       7(5%)    6(9%)    38(4%) 
 ② 希望しない          170(34%)    8(24%)    93(27%)   46(52%)      79(36%)  52(46%)  448(34%) 
 a 経験済み               2(1%)    0         16(17%)    1(2%)       28(33%)  16(28%)   63(13%) 
 b 現在の研究が中断       6(3%)     0          6(6%)     2(4%)        8(9%)    8(14%)   30(6%) 
 c メリットがない        68(39%)    2(25%)    38(40%)   16(34%)      32(37%)  17(30%)  173(37%) 
 d 家庭の事情等          86(49%)    6(75%)    30(32%)   24(50%)      11(13%)  13(23%)  170(36%) 
























































































































































































  表2-12-1 産学官の研究機関における研究者・技術者の雇用形態 
 
                 産官の研究機関群                     学の研究機関群 
 
研究者・技術   大企業研 ベンチャ   国立試験研 地方公立試 研究者・技術    国立大学附置  私立大学  
者の雇用形態  究機関   ー企業     究機関等1)  験研究機関 者の雇用形態    研究機関等2)  研究機関 
 
a 正職員    7454(95.6%) 130(96.3%) 1275(81%) 496(99.8%)  1.雇用形態     
b 出向        233(3%)     2(1.5%)    61(4%)    0       a 教授       269(22%)   480(67%) 
c 派遣          4(0.05%) 0          31(2%)    0       b 助教授       284(24%)   138(19%) 
d 任期付       51(0.7%)   2(1.5%)   125(8%)    0       c 助手        517(43%)    22(3%)
e ポスドク      9(0.1%)   1(0.7%)    57(3%)    1(0.2%)   d 講師             9(1%)     78(11%) 
f その他(*1)   46(0.6%)   0        28(2%)    0   e ポスドク        98(8%)      0 
                                                          fその他(*2) 26(2%)  0
                                                    2.兼任者比率    34/1203:3%   520/718:72%
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   表2-12-2 産官研究機関における研究者・技術者の最終学歴 
 
研究者・技術者        大企業研     ベンチャ     国立試験研     地方公立試     
の最終学歴          究機関      ー企業      究機関等1)     験研究機関   
 
a 高卒            672(10%)      13(10%)        147(11%)        31(6%) 
b 高専卒（短大卒も含む）      150(2%)        4(3%)          47(4%)         13(3%) 
c 大学学部卒                 1998(29%)   77(60%)      323(25%)       277(56%) 
d 修士課程卒                 3536(51%)      34(26%)        362(28%)       144(29%) 
e 博士課程卒                  578(8%)        1(1%)         420(32%)        31(6%) 
f 博士学位取得者率         851/6934:12%    6/129:5%      715/1299:55%    82/496:1 % 
 










































































の仕方の現状について調査した。その結果を表2-12-3に示す。   
 
表2-12-3 産学官の研究機関における研究者・技術者の兼職・併任制度の現状  
 
兼職・併任制度       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の現状           究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
①兼職・併任制度はない   31(66%)   7(78%)   3(25%)     7(78%)      0          3(50%)  51(55%) 
②兼職・併任制度はある     16(34%)   2(22%)   9(75%)     2(22%)     10(100%)    3(50%)  42(45%) 
・兼ねる業務の割合 
a 相手と自由に設定できる  4(27%)    1(50%)   2(25%)     1(50%)      0          0        8(19%) 
b 本務に支障がない程度     8(53%)    1(50%)   3(38%)     1(50%)     10(91%)     1(33%)  24(59%) 
c 定時時間外に限る         0       0        2(25%)     0           1(9%)      0        3(7%) 
d 相手先で100%できる     0         0        1(12%)     0           0          1(33%)   2(5%) 

















































































   表2-12-4 産学官の研究機関における研究者・技術者等の定年  
 
研究者・技術者   大企業研    ベンチャ    国立試験研    地方公立試     国立大学附置   私立大学   
の定年       究機関     ー企業     究機関等1)    験研究機関    研究機関等2)    研究機関 
 
① すべて一律  47(100%)     8(89%)      12(100%)      5(100%)      4(40%)        2(28%)
 ・定年年齢内訳 
         56才：1(2%)   57才:1(11%)  60才:12(100%)  60才:5(1 0%)   60才:4(1 0%)  64才:1(1 %) 
                 60才：46(98%) 60才:6(67%)                                                65才:1(14%)
                      64才:1(11%)
 
② 職種によって 0            1(11%)        0           0            6(60%)        5(72%) 
  異なる                    (特に定めない)                教員63才  教員65才:2(29%) 
                                      職員:60才   68才:1(14%) 
                                                                                          70才:2(29%)
                                                                                 職員60才:5 
 
                                        １）：特殊、財団法人も含む、２）：国立大学共同利用研究機関も含む 
                                                       


















































































   表2-12-5 産学官の研究機関における研究者・技術者の充足度  
 
研究者・技術者     大企業研  ベンチャ  国立試験研  地方公立試   国立大学附置   私立大学  平均  
の充足度        究機関   ー企業    究機関等1)  験研究機関   研究機関等 2)   研究機関 
 
(1)十分である        14(30%)    3(33%)      2(20%)       0             1(10%)          2(33%)   22(25%)
(2)不十分である      33(70%)    6(67%)      8(80%)       5(100%)       9(90%)          4(67%)    65(75%) 
・その理由は 
  a         7(10%)     3(17%)      1(5%)        1(9%)      0           0         12(9%)
  b                  4(6%)      1(6%)       4(21%)       1(9%)         3(34%)          0         13(10%)
  c                 21(30%)     2(12%)      3(16%)       2(18%)        0               1(17%)    29(22%)
  d                 12(17%)     4(24%)      1(5%)        0             4(44%)          1(17%)    22(17%)
  e                  3(4%)      1(6%)       3(16%)       2(18%)        2(22%)          4(66%)    15(11%)
  f                  5(7%)      3(17%)      3(16%) 1 0   0               0         12(9%) 
  g                 10(15%)     1(6%)       3(16%)       1(9%)         0               0         15(11%)
  h                  3(4%)      1(6%)       0            0             0               0        4(3%)
  I                  5(7%)      1(6%)       1(5%)        3(27%)        0               0         10(8%)
  j その他           0          0           0            0             0               0          0
・不十分な点に対する望ましい解決方法 
  a                  6(15%)     1(13%)      0            0             3(27%)          3(43%)    13(15%)
  b                  4(10%)     2(25%)    1(7%)      1(20%)        3(27%)          0         11(13%) 
  c                 12(29%)     3(38%)      6(40%)       0             3(27%)          1(14%)    25(29%)
  d                 12(29%)     1(12%)      5(33%)       2(40%)        2(19%)        3 4 25( 9%)
  e                  4(10%)     1(12%)      2(13%)       0             0               0          7(8%)




















































































































































































































  表2-12-6 産学官の研究機関および研究者・技術者が回答する 
                       研究人材関連の課題  
 
兼職・併任制度       大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
の現状           究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1)研究機関の回答 
  ・課題 
  a                       22(16%) 7(26%)   9(25%)     2(13%)     7(23%)      3(14%)   50(19%) 
  b                          7(5%) 0        2(5%)      2(13%)     0           0        11(4%) 
  c                         25(18%) 5(18%)   6(17%)     3(20%)     5(17%)      5(24%)   49(18%) 
  d                          4(3%) 0        1(3%)      0          4(13%)      1(5%)    10(4%)
  e                         24(17%) 7(26%)   5(14%)     2(13%)     0           0        38(14%) 
  f                          6(4%)   0    4(11%)     1(7%)      4(13%)      4(19%)   19(7%) 
  g                         30(21%) 5(18%)   5(14%)     3(20%)     5(17%)      3(14%)   51(19%) 
  h                          7(5%)   1(4%)    1(3%)      1(7%)      1(3%)       1(5%)    12(4%) 
  I                          3(2%)   1(4%)    1(3%)      0          1(3%)       1(5%)     7(3%)
  J                          0  0        0          0          0 1(5%)   1(0.4%)
  K                         13(9%)  1(4%)    2(5%)      1(7%)      3(10%)      2(9%)    22(8%) 
  Lその他                    0   0        0          0          0           0         0
(2) 研究者・技術者の回答 
   ・課題 
 a                       230(15%) 12(12%)  221(21%)   37(14%)   130(21%)    74(21%)   704(18%) 
  b                        44(3%) 4(4%)    58(6%)    10(4%)     31(5%)     19(5%)    166(4%) 
  c                       279(19%) 20(19%)  192(18%)   49(19%)   116(19%)    66(19%)   722(19%) 
  d                        51(3%) 1(1%)    60(6%)     7(3%)     48(8%)      9(3%)    176(5%) 
  e                       166(11%)  12(12%)   36(4%)    30(11%)     4(1%)      9(3%)    257(7%) 
  f                        96(6%) 11(11%)  130(13%)   32(12%)    97(16%)    64(18%)   430(11%) 
  g                       287(19%) 20(20%)  107(10%)   33(13%)    42(6%)      9(3%)    498(13%) 
  h                       102(7%) 8(8%)    90(9%)    26(10%)    60(10%)    42(12%)   328(8%) 
  I                        73(5%) 4(4%)    44(4%)     6(2%)     34(5%)     19(6%)    180(5%) 
  J                        23(2%) 1(1%)    14(1%) 6(2%)      2(1%)      4(1%)     50(1%) 
  K                       142(9%) 8(8%)    65(6%)    19(7%)     36(6%)     20(6%)    290(7%) 














k. 研究者・技術者の評価システムの確立  









 表2-12-7 産学官の研究機関および研究者・技術者が回答する創造性豊かな 
                研究者・技術者の育成・確保に必要な事項  
 
  必要事項        大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
              究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
(1)研究機関の回答 
 a                       19(14%) 3(11%)   0          4(26%)     4(13%)      1(5%)    31(12%) 
  b                       14(10%)   0       5(14%)     1(7%)      9(30%)      4(19%)   33(12%)
  c                         23(16%) 4(15%)  10(27%)     4(26%)     5(17%)      4(19%)   50(19%) 
  d                         25(18%) 4(15%)   6(17%)     1(7%)      5(17%)    2(9%)  43(16%)
  e                         10(7%)  2(7%)    7(19%)     0          4(13%)      2(9%)    25(9%) 
  f                         35(25%)  8(30%)   6(17%)     3(20%)     3(10%)      6(29%)   61(23%) 
  g                         6(4%)3(11%)   0          1(7%)      0           1(5%)    11(4%) 
  h                          8(6%) 3(11%)   1(3%)      1(7%)      0      1(5%)    14(5%)
  I その他                   0  0        0          0          0           0         0
  
(2) 研究者・技術者の回答 
 a                       198(13%) 16(16%)  135(13%)   34(13%)    97(16%)    52(15%)   532(14%) 
  b                       149(10%) 9(9%)   147(14%)   27(10%)    99(16%)    56(17%)   487(13%) 
  c                       243(17%) 17(17%)  179(17%)   55(21%)    84(14%)    39(12%)   617(16%) 
  d                       223(15%) 12(12%)  139(14%)   26(10%)    69(11%)    40(12%)   509(13%) 
  e                       205(14%) 15(15%)  161(16%)   40(16%)    91(15%)    52(15%)   564(15%) 
  f                 259(18%)  15(15%)  150(14%)   39(12%)    94(16%)    46(13%)   603(16%) 
  g                       93(6%) 5(5%)    50(5%)    12(5%)     38(6%)     27(8%)    225(6%) 
  h                       92(6%) 12(12%)   27(3%)    17(7%)     13(2%)     15(4%)    176(4%) 







































































































































































































































































  表2-12-8 産学官の研究機関における研究者・技術者に対する育成制度 
                
  育成制度        大企業研 ベンチャ 国立試験研 地方公立試  国立大学附置 私立大学  平均   
              究機関  ー 企業  究機関等1) 験研究機関 研究機関等2)  研究機関 
 
① 育成制度はない     4(9%)    6(67%)   5(42%)     0          6(60%)      3(50%)   24(27%)
② 育成制度がある    42(91%)   3(33%)   7(58%)     5(100%)    4(40%)      3(50%)   64(73%) 
 a  社内OJT          34(29%)  2(40%)   1(9%)      0          1(20%)      2(50%)   40(26%) 
  b  国内留学制度           23(19%)  2(40%)   3(25%)     2(25%)     2(40%)      2(50%)   34(22%) 
  c  海外留学制度         29(24%)  0        4(33%)     1(12%)     2(40%)      0        36(23%) 
  d  社内（機関）研修       22(18%)  1(20%)   4(33%)     0          0           0        27(18%)
  e  国内の社会人大学院      8(7%)   0        0          2(25%)     0           0        10(7%) 
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学、b 民間企業、c 国公立研究所、d 海外研究機関、e その他、に分類する）と共同研究
を実施したかを調べた。その結果を、表2-12-9に示す。 
 
   表2-12-9 産学官の研究機関群別の ’97年度共同研究実施状況 
 
 共同研究実施状況      大企業研  ベンチャ  国立試験研  地方公立試   国立大学附置  私立大学   
  （’97年度）         究機関   ー 企業   究機関等1)  験研究機関  研究機関等2)   研究機関 
 
・回答機関数          44        9         11          4          10           6       
(1)共同研究相手別の実施総件数 
a 大学            394(44%)  12(57%)    48(15%)    24(31%)    458(59%)      8(15%) 
b 民間企業                    351(39%)   4(19%)   141(44%)    39(50%)    103(13%)     37(70%) 
c 国公立研究所                 96(11%)   4(19%)    41(13%)    13(17%)    100(12%)      7(13%) 
d 海外研究機関                51(6%)    1(5%)     19(6%)      2(2%)     106(14%)      1(2%)
e その他(*1)                    3(0.3%) 0         69(22%)     0          15(2%)       0
(1)共同研究相手別の機関平均実施件数 
a 大学                          9.0    1.3        4.4        6.0        45.8         1.3
b 民間企業                      8.0    0.4       12.8        9.8        10.3         6.2
c 国公立研究所                  2.2     0.4        3.7        3.2   10.0        1.2
d 海外研究機関                  1.2     0.1        1.7        0.5        10.6         0.2
e その他(*1)                    0.07    0          6.3        0           1.5         0



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                







                                             
   表5-1　各省庁関連のポストドクター等１万人支援計画の主要制度
  
      関係省庁　　　　　制度名　　　　　実施主体　　　　　　研究実施場所
      科学技術庁　 科学技術特別研究員制度　 科学技術振興事業団　  国研等
　　　　　　　     戦略的基礎研究推進事業　 同上　　　　　　  　  研究代表者の研究場、共同研究先等
　　　　　　　     STAフェローシップ制度　 同上　　　　　　      国研等
　　　　　　　　　 基礎科学特別研究員制度　 理化学研究所          理化学研究所
      文部省　     特別研究員　      　　　日本学術振興会　    　国公私立大学、大学共同利用機関、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国研等、特殊・研究法人
　　　　　　　     外国人特別研究員　　　　　同上　　　　　   　　同上
　　　　　　　     海外特別研究員　　　　　　同上　　　　　　　   海外の大学等学術研究機関
      厚生省　　　 厚生科学研究推進事業　　 公益法人　　      　　試験研究機関等
      農林水産省　 新技術・新分野創出の　 　生物系特定産業技術　  共同研究、研究委託先の研究機関
　　　　　　　     ための基礎研究推進事業　 研究推進機構
      通商産業省　 産業技術特別研究員　　　　NEDO                 研究委託先の研究機関、組合等
　　　　　　　     AIST(工業技術院)フェロー　NEDO    　 　　 　  工業技術院研究所
　　　　　　　     シップ
 169 
    表5-２ 平成１２年度各省庁のポスドク制度研究者数および予算＊ 
 
         省庁     人数（人）    予算（百万） 
 
         科技庁    2,277(20%)         16,756
         文部省       7,935(71%)          29,454 
         厚生省       313(2.8%)        1,541 
       農林水産省      276(2.5%)        1,989
       通商産業省         334(3.0%)        2,509 
                合計    11,135            52,381
      
                          ＊科学技術庁調べ






  1）科学技術特別研究員事業（科学技術振興事業団） 
    科学技術振興事業団が実施主体となった平成５年度からの採用実績を表5-3に示す。 
 
 
        表5-3 科学技術特別研究員の採用実績 
 
    年度     ５年  ６年  ７年   ８年  ９年  １０年  １１年 
 























       表5-4  科学技術特別研究員の派遣先実績 
                          （平成11年度末現在） 
          １．国立試験研究機関                 314(84.6%) 
      ・内訳 
        関連省庁   研究者数   関連省庁   研究者数 
        北海道開発庁  1(0.3%)     通商産業省    94(30%) 
        科学技術庁   36(11%)   運輸省        11(3.5%) 
        環境庁     16(5.1%)   郵政省       6(1.9%) 
        大蔵省     1(0.3%)   労働省         2(0.6%)
        厚生省         37(12%)  建設省         9(2.9%)
        農林水産省    100(32%)    自治省         1(0.3%)
     ２．公立試験研究機関                 13(3.5%) 
     ３．特殊法人                                         19(5.1%) 
     ４．公益法人                                         25(6.7%) 
                               合計：371 
 
 この表で示すように、科学技術特別研究員の平成 11 年度末現在の場合、採用ポスドク制




各研究者の任期在籍期間の実績を平成８年度採用者の例で、表 5-5 に示す。 
 
 
     表 5-5 任期在籍期間＊１の状況（平成８年度採用者） 
         
          在籍期間       中途辞職者数（比率）      
     
           半年未満          1(0.7%) 
                      半年―１年未満       10(7%) 
           １年―２年未満            2 2 ( 1 5 % )  
           ２年―３年未満            3 9 ( 2 7 % )  
           ３年（任期修了）          74 (51%)  
                             計 146 
 









 STA フェローシップ制度研究者の採用実績を表 5-6 に示す。 
 
 
   表5-6 STAフェローシップ制度研究者の採用実績 
 
   年度   ３年 ４年 ５年  ６年 ７年 ８年 ９年  １０年 １１年 
 
    採用者数   160   181   194    231   420   338   428    484     409    
 
   







 この表で示すように平成 11年度では、研究員数が平成元年の３倍強の約 80名となって
いる。 
































年度     元年  2年 3 年 4 年  5 年 6 年 7 年 8 年  9 年  10 年 11 年 
 
採用者数＊１ 25    25    29    32   25    37    68   72   109    82     81 
 
      ＊１：採用された研究者の研究実施場所は、全てが理化学研究所で実施。 
 
② 任期途中退職者＊２比率 
                        
採用年度（平成）   ７年度     ８年度   ９年度      平均比率    
  
 任期途中退職    52.4 %     57.0 %     58.7 %.  56.0 % 
      者比率 
 
   ＊２：最長任期3年として、満期以前に退職した比率（特に希望任期というものはなく、 
         当初は全員が3年を希望しているものと考えている）。 
③ 任期後の就職状況 
 
   年度  1年  2年  3年  4年 5年   6年  7年  8年  9年 10年  11年 計(平均比率)  
就職機関                                                             
 
大学         1    4    5    6   19   14   14   13   17   27   27    147(33%) 
国立研究機関  0    2    3    4    5    3    0    4    8    4    6     39(9%) 
民間企業      0    1    0    4    0    0    3    1    4    3    2     18(4%)
研究法人*３   0    3  7  9    8 12    9   17   23  34   50    172(39%)
その他        0    1 2 9    0    8    5    5   14   11   12     67(15%) 
        計  1   1117   32   32   37  31   40   66   79   97    443 
 
＊３：理化学研究所も含まれ、ポスドク制度研究者が任期後、理研職員に採用された者は、平成１年から 





















       （研究者養成のための支援制度の内訳―平成９年度実施＊１） 
 
 制度名          採用研究者数                     創設年度、 
         新規採用者数（継続研究者数＊２）―小合計 合計研究者数  任用機関 
 
  1.特別研究員      DC＊３：1163(1278) ― 2411           3603 Ｓ.60年度、 
                    PD＊４： 506(656)  ― 1162             1-3年
 
  2.特別研究員（がん）           0(5)  ―                  5      H.5年度創設、 
                                               3年 
 
  3.特別研究員（新プロ） DC：    2(5)   ―   7                39      H.2年度創設   
                          PD： 16(16)― 32                1-3年 
 
  4.特別研究員（COE）    DC：    4(0)   ―  4                 24      H.7年度創設 
                        PD： 14(6)   ― 20                  1-3年
 
  5.海外特別研究員                                        66     S.57年度創設
                                 2年 
 
  6.外国人特別研究員        627(184) ― 811               811     S.63年度創設 
                                                                       1-2年
 
  7.米国・短期特別研究員                                 32     H.9年創設 
                                    3-12ヶ月
 
                                                        計：4580
 
  ＊１：日本学術振興会年報、平成９年度版より作成（平成１１年１２月発行）。 
  ＊２：外数を示す、＊３：大学院博士課程在学者、＊４：大学院博士課程修了者等 
  ・上記各制度の概要： 
 １．大学院博士課程在学者（ＤＣ）および博士課程修了者（ＰＤ）で大学その他の研究機関で研究に 
     専念することを希望する者を「特別研究員」として採用し、研究奨励金を支給する制度。 
 ２．若手がん研究者を採用し、研究奨励金を支給する。 
 ３．平成２年に新しい学術研究プログラムが発足し、新プログラム研究リーダの推薦があった研究者 
     を採用する。 
 ４．平成７年度から発足した、卓越した研究拠点（COE）を育成する制度で、中核的研究拠点形成プ 
     ログラムの研究リーダの推薦があった者を採用する。 
 ５．我が国の学術の将来を担う国際的視野に富む研究者を養成・確保するため、若手研究者に所定の 










         
   表5-9 特別研究員（学術振興会）の博士課程在学および 
                                   博士課程修了者比率（平成９年度実績） 
 
 
     年度        特別研究員キャリアの内訳             各年度採用特別研究員数 
                                                          
          博士課程在学者 博士課程修了者 博士課程修了者の    合計 ― 新規採用（継続＊1） 
                  (DC)         (PD)       研究者比率（％）      
 
     平成１年     384           535     8%   919 ― 605(319) 
 
         2年  464          563         55%           1027 ― 641(386)
    
        3年   422          587           53%           1109 ― 702(407)
   
         4年    826          531        9%      1357 ― 860(497)
 
     5年     1083          528        33%    1611 ― 861(750)   
 
      6年     1536          535       26%       2071 ― 1109(962)
 
     7年     1755          671        28%      2426 ― 1117(1309) 
                           
      8年     2210          850             28%   3060― 1621(1439)
 
       9年     2441         1162             32%           3603 ― 1669(1934)
 

















     表5-10 博士課程修了特別研究員（学術振興会）の研究実施機関の 
          大学院・大学附置研究機関とその他機関との比率＊１ 
            特別研究員の研究専門分野別の 
               研究実施機関種別研究者数（全体に対する比率） 
      
    年度   人文社会  数物系       化学系       生物系       全体
 
        Ⅰ＊2 Ⅱ＊3    Ⅰ   Ⅱ   Ⅰ  Ⅱ    Ⅰ  Ⅱ   Ⅰ   Ⅱ 
     
      ７年度   55   1(1.8%)  39    5(11%)    12   1(7.7%)   28   5(15%)    134   12(9.0%) 
 
         ８年度  117   2(1.7%) 128   22(15%)    61   2(3.2%)  171   7(3.9%)   477   33(6.5%) 
  
         ９年度  157   1(0.6%) 131   17(11%)    52   2(3.7%)  131  15(10%)    471   35(6.9%)
 
      平均   329   4(1.2%) 298   44(13%)   125   5(3.8%)  330  27(7.6%)  1082   80(4.3%) 
 
           ＊１：研究指導者の所属機関から判断。 
              ＊２：「Ⅰ」は大学院および附置研究機関、 






  表5-11博士課程修了特別研究員（学術振興会）の研究実施機関の 
                                私立大学とその他機関との比率＊１ 
     
                   研究専門分野別の私立大学およびその他機関における 
                        研究実施研究者数、（比率） 
      
 年度   人文社会       数物系    化学系    生物系     全体 
 
     Ⅰ＊2    Ⅱ＊3   Ⅰ  Ⅱ    Ⅰ    Ⅱ   Ⅰ   Ⅱ      Ⅰ    Ⅱ 
         （私立）（国公） 
     
 ７年度  13(23%)  43    4(9.1%)  40     0        13     0        33     17(12%)     129(88%)
 
 ８年度  18(15%)  101    7(4.7%) 143     6(9.5%)  57    10(5.6%) 168     41(8.0%)    469(92%)
 
 
 ９年度  32(20%)  126   13(8.8%) 135     2(3.7%)  52     7(4.8%) 139     54 11%)   452(89%)
 


















   表5-12 産業技術研究員制度(NEDO)の実施状況 
 
          ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度   平均 
     ①研究員数     
     外国人      36(63%) 74(67%) 98(65%)  99(67%)  99(70%)  95(69%)   501(67%) 
    日本人       21(37%) 36(33%) 53(35%)  49( 3%)  42(30%)  43(31%)   244(3 %)    
     合計        57     110    151   148      141      138      745 
 
    ②研究実施場所 
    公的研究機関  24(42%) 44(40%) 69(46%) 65(44%)  63(45%)  56(41%)   321(43%) 
    大学          1(2%)   5(5%)  4(3%)  11(7%)   12(9%)   18(13%)    51(7%) 
     財団法人    14(25%) 32(29%) 35(23%) 27(18%)  24(17%)  21(15%)   153(21%)
    技術研究組合  7(12%) 11(10%) 17(11%) 21(14%)  19(13%)  18(13%)    93(12%) 



























    表5-13 産業技術研究員制度(NEDO)の任期後の就職先 
 
  任期修了研究者の任期後就職状況             １１年度の内訳 
                      
  研究機関    就職した機関別人数   ①：任期修了時の研   ②：同一機関に任    ③＊１：  
                     究者の所属研究機関    期後就職した研究   ①/ ②、 
         １０年度  １１年度   別の研究者数(比率)  者数（外国人数）   ％ 
 
  公的研究機関   9(16%)    12(24%)           21(42%)               7(2)            33%
  [海外]         [0]         [3]                                    ―  
  大学            18(32%)    21(42%)         4(8%)                2(1)              50% 
  [海外]         [14]        [14] 
  財団法人         7(12%)     2(4%)          9(18      1(0)          11%
  技術研究組合     0          3(6%)          11(22%)      3(1)              27% 
  民間企業        10(17%)     4(8%)          5(10       1(1)              20% 
  他のフェロー     0          3(6%)                  ― 
  不明（未定等）  13(23%)     5(10%)                  ― 
  合計           57         50              14(5)            
  
        ＊１：ポスドク制度研究実施機関へ任期後そのまま職員として就職した研究者の比率を示す。 
 
 ３）新規ポスドク制度（産業技術フェローシップ事業） 




















 i. 職務または研究職歴が主として大学における者である技術者を、大学以外の公的研 
  究機関またはその連携先である民間企業の研究開発・実用化業務にポスドク制度研究 
  者として派遣する。 
ii. 職務または研究職歴が主として民間企業におけるものである技術者を、民間企業以外 
  の研究開発・実用化業務にポスドク制度研究者として派遣する（大学、国研で生み出 













  ・研究協約まで 
  ①事業実施主体の生物系特定産業技術研究推進機構（以下生研機構とする）が、産官 
   学の研究機関等に以下に示す５研究分野における具体的な研究課題を募集する。 
  ②産学官の研究機関は、具体的な研究課題を応募する。 
  ③生研機構内の選考委員会で課題の審査・採決後、提案先の機関と共同研究あるいは 
   委託の研究協約を締結する。 
 
  ・ポスドク制度研究者の派遣等 
  ①研究機関が国立大学および国立試験研究機関の場合は、研究チームの推薦する適切 
   な研究者を生研機構が採用し、研究チームに派遣する。この場合、ポスドク制度研 
   究者の側から派遣先を選定することはできない。 
  ②研究協約相手機関が民間企業および私立大学の場合は、提供する研究費の中で当該 
   研究機関がポスドク研究者を雇用する。 
 
  ・ポスドク制度研究者の雇用期間、中途退職者 
  ①研究機関は原則として３－５年間である。 
  ②研究協約は単年度協約であるため、研究者の任期は原則１年となる。しかし、研究 
   チームが再度同一の研究者を推薦することがある。 






















    表5-14 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業の 
                 研究課題応募および採択状況 
 
                  応募および採択件数 
    研究機関分類  
                 ８年度   ９年度  １０年度    平均 
 
       1)研究課題の応募状況＊１ 
       ①国立試験研究機関   96(25%)   49(15%)   31(13%)   176(18%) 
       ②国立大学等           270(70%)  251(76%)  191(80%)     7 2(75%) 
       ③民間                  8(2%)   18(5%)     6(3%)       32(3%) 
       ④その他＊２              13(3%)    12(4%)    10(4%)     35(4%) 
                      計  387       330       238      955 
 
        2)採択研究課題＊１ 
         ①国立試験研究機関   7(33%)      6(30%)    4(44%)       17(34%) 
       ②国立大学等           13(62%)    14＊３ 70 5＊４(56%)    32(64%)
       ③民間                1(5%)   0       0           1(2%)
       ④その他＊２              0     0 0             0 
                      計  21  20       9           50 
                                    ＊１：研究代表の所属する機関の種類で分類した。 
                                  ＊２：特殊法人、公益法人、公設試等が含まれる。 
                                   ＊３：私立大学の１件を含む。
                                   ＊４：公立大学の１件を含む。  
 
        3)採用研究者数 
      
      年度   8年度  9年度  10年度  11年度 
      
             採用者数     26       93       132      180 
 
 


































   ① 応募があり、当社の採用試験（審査）で優秀である（当社にマッチングしてい 
     る）と認められれば、国の支援制度の有無に係わらず採用する。（国の支援制 
     度はインセンティブとならない）。 
   ② 採用試験（審査）の結果を最も重視するが、国の支援制度があればより良いと 
     考える。 
   ③ 国の支援制度があれば採用したい。 
   ④ その他（採用の意志は全くない） 
 ２）回答結果 
     ①：５０％、②：４０％、③：０％、④：１０％ 
・質問事項―２：今まで任期後のポスドク制度研究者が貴社に就職したいとの申し出のあ 
 った（採用試験を受けた）ことはありましたか。また、採用に至った例はありますか。 
  １）回答結果―１（採用試験の受験例）：２／１０社の比率であるとの回答 




  能となった場合、受け入れますか。   
  １）回答選択肢： 
   ① 受け入れたい。 
   ② 受け入れる予定（要素）はない。（当社の現状ではその余裕がないため） 
   ③ その他（検討していない）。 
  ２）回答結果： 








 ・質問事項―２：貴社で採用したポスドク制度研究者を任期終了後採用する可能性はあ  
         りますか。 
  １）回答選択肢： 
   ① 優秀であれば（当社とマッチングすれば）採用したい。 
   ② 採用する予定（要素）はない。 
   ③ その他（検討していない）。 
  ２）回答結果： 
     ①：９０％、②：０％、③：１０％ 
      
（３）その他の意見： 
 ・国研あるいは国立大学研究機関におけるポストポスドク研究者では年齢（３５才程 
  度）と専門性が高く・深くなりすぎて、任期後の職場として企業の研究業務にマッチ 
  ングさせるには、多くの場合遅すぎると思われる。 
 ・ポストポスドク制度研究者の企業採用試験後の不採用の理由は、必ずしも他の応募者 
  と比較して能力が劣っていると言うわけでなく、これまで研究してきた専門性が当企 
  業とあまりマッチングしないであろうと思われることによる。  
 ・ポストポスドク研究者の民間企業での雇用の可能性を高くするためには、ポスドク制 
  度研究者の段階から研究活動の場を、民間企業の研究機関としなければ、国の支援制 
  度があってもなかなか雇用できない。 
   派遣されるポスドク制度研究者を受け入れる民間企業は、期間中の研究態度、研究 
  実績および人間性等を総合的に判断した上で、任期後のその研究者の採用の可否を決 
  定できるので好ましい。 
 ・民間企業の研究者採用の場合、その人の研究態度、人間性および柔軟性等も重視する 
  のである程度評価期間も必要となり、その意味からもポスドク制度の時から受け入れ 
  評価したい。  
 ・ポストポスドク制度経験研究者の採用試験（中途採用）の受験例が少ないのでは。 
 ・ポストポスドク制度経験研究者の採用試験受験はこれまで何人かはあったが、他の中 




















































































 ①国研あるいは国立大学におけるポスドク制度研究者の任期後、民間企業への雇用を促  
  進するための本提案のような国の助成制度の有効性は、ヒアリング結果から判断する  
  とあまり期待できない。それは、“採用の成否は助成制度の有無に係わらず採用試験 
  結果による”と“あればより良い程度”をあわせると 90％になるり、また、“助成制 
  度があれば採用したい”が全くないことから判断される。 
 ②現状で、民間企業への雇用があまり期待できない大きな理由は、国研あるいは国立大 
  学におけるポスドク制度終了研究者では、年齢（３５才程度）が高くまた専門性が深 
  くなりすぎ、任期後の職場として企業の研究等業務に新たにマッチングさせるには、 
  多くの場合遅すぎ、困難であると思われているためである。 
 ③一方、ポスドク制度研究者の民間企業への派遣は、８割の企業比率で希望しているこ 
  とから、「産」への派遣対象拡大が望まれる。 
 ④派遣されるポスドク制度研究者を受け入れる民間企業は、期間中の研究態度、研究実 
  績および人間性等を総合的に判断した上で、任期後のその研究者の採用の可否を決定 
  できるので好ましいとしている。 
 ⑤また、ポスドク制度任期中の研究実施により、企業によりマッチングした研究者が育 
  成されると考えている。 
 ⑥一方これまで、任期後のポスドク制度研究者が民間企業の採用試験を受験した例は、 
  １０社中２社しかなく、民間企業へ就職しようとする機会そのものが少ないように思 
  われる。研究者市場としての需要（企業側の研究者ニーズ）と供給（ポスドク制度終 
  了研究者の専門性、研究実績等の個人データ）の情報交換が不足しているように考え 
  る。これはポスドク制度研究者の全体を一括して統括するところがこれまでなく、任 
  期後の就職のため、民間企業への研究者情報を十分に提供できなかった面があるもの 















 ２） ポスドク制度実施状況データからの考察 
  前章 5-2-2-1 で示すポスドク制度関連事項の現状データから、ポスドク制度研究者の任期
後の民間企業への雇用促進に係わる考察を以下に示す。 
①表 5-7 および表 5-13 のデータから、就職先の国研・公立・公営研究所および大学の合計 





  期待できない。全体の雇用の促進を図るためには、産に就職できた比率も含め残りの 25% 
 前後の多くが、産へ就職できるような促進施策を考えることも一つの方策として重要で  
 あると思われる。 





 終身雇用職員として採用された研究者の比率は、表 5-7-③で示すように過去 11 年間の 


































































































































         者の確保、活用に関する懇談会）（科学技術庁 科学技術振興局研究 
         振興課、平成１１年４月） 
（１）懇談会時期：平成１０年１０月―１１年４月まで計９回（座長；池上 徹彦 会津 
  大学副学長、NTTエグゼクティブアドバイザー） 
（２）主要な主旨：科学技術振興局長の主催により、学識経験者等の参加を得て「若手研 
  究者・研究技術者の確保、活用に関する懇談会」を開催し、これまで講じてきた国立 
  試験研究機関、特殊法人等を通じた関連施策について総合的な視点から現状を評価 
（３）主要検討事項：ポスドク等１万人支援計画、・任期付任用の研究公務員制度・研究 
  技術者の派遣等人材の確保、活用に係わる主要施策の現状と課題、・若手研究者およ 
  び研究技術者のライフスタイルの将来像と支援のあり方、・ポスドク対応、研究技術 
  者の資質向上等新たな課題に対応する新規施策策定上の基本的指針 
 
２．参考文献―２：「夢と戦略ある研究開発システムをめざして」（科学技術庁 科学技術 
         振興局研究振興課、平成１０年３月） 
（１）検討会時期：平成９年３月―平成１０年１月（座長；西島安則 京都大学名誉教授、  
                        前日本学術会議副会長） 
（２）主要な主旨：日本の科学技術の強化のため、従来の国の研究開発システムを刷新し、 
  研究者の独創性を最大限に発揮できる活力と魅力ある研究環境を構築するため、広範 
  囲に検討、議論する。 
（３）主要検討事項 
  ・新たな研究開発システムを考える基本的視点、・世界に通用するマネイジメント、 






  ある。しかし受け入れ側の国公立研究機関では、行革の一環で採用枠が削減傾向にあ 
  ることから、民間企業研究機関等の採用意向を把握しておく必要がある。 
（３）主要検討事項： 
  ・研究者・技術者の採用状況（学部、修士、博士卒） 
  ・今後の採用傾向 
  ・女性研究者・技術者の採用状況 等 
 
４．参考文献―４「流動的研究体制と研究者のライフサイクルに関する調査」（未来工学 
         研究所（科学技術庁 科学技術振興局委託）、平成１０年３月） 
（１）：調査検討委員会：平成９―１０年度の２年計画（委員長；川崎雅弘 科学技術振 
   興事業団 特別参与） 
（２）主要な主旨：流動的な研究体制とこれが研究者のライフサイクルにい与える影響に 
   ついて、実態と今後の課題について検討する。特に平成９年度は、ポスドク制研究  
   者の実態についての調査である。 
（３）主要検討事項： 
  ・流動的研究体制の概念や意義、研究者の流動化の実情等の分析 
  ・流動的な研究環境の経験者の追跡調査（主にポスドク制研究者） 




         局、平成１０年８月） 
（１）調査時期：平成９年１２月―平成１０年２月 
（２）主要な主旨：我が国の研究開発活動に大きな比重を占める民間企業の研究開発活動 
  の実態を把握し、国の科学技術政策の立案に反映させるための、毎年行っている調査 





         政策局、平成１１年９月） 
（１）主要な主旨：毎年の我が国の研究開発活動の実態を、研究者の立場から把握するこ 
  とを目的に、各分野の研究者に対するアンケート調査を実施している。今年度は研究 
  成果に目を向け、その動向を捉えることを目的とする。 
（２）今年度の主要検討事項： 
  ・論文の執筆や引用などに対する我が国の研究者の意識、・研究現場の実態や改善し 
   ていくべき点の把握 
（３）主要な調査項目： 
 ・毎年の我が国の研究開発活動の実態を、研究者の立場から把握するため、各分野の研 
  究者に対しアンケート調査を実施する。 
 ・今年度は、研究成果に着目し、論文の執筆や引用などに対する研究者の意識、研究現 
  場の実態および改善点等についての調査。 
 
７．参考文献―７：「我が国の研究機関における研究開発支援体制の今後のあり方に関す 
  る調査」（科学技術庁 科学技術政策局、平成１０、１１年３月） 
（１）主要な主旨：我が国の研究支援体制のあり方について、欧米との実態比較・分析す 
   ることにより明らかにする。      
（２）主要検討事項： 
   研究開発支援体制の実情調査と国際比較等から問題点を見いだし、今後のあり方を 
   検討する。 
（３）主要な調査項目： 
   ・各研究機関における研究支援実態の把握 
   ・研究者としての研究支援業務に対する満足度、希望等 
   ・国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
